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令和 6 年 3月 11日 午前 9時 開議 

会場：高森町役場 議場 

 

 

順序 氏名 質問事項 

1 北沢 幸保 Ⅰ 山吹下河原の流域治水について 

2 小平 一博 
Ⅰ 町長に２期目を問う 

Ⅱ 町の観光を考える 

３ 大島 正光 Ⅰ 能登半島地震の教訓を活かすために 

4 木下 啓爾 Ⅰ 令和６・７年度の「男女共同参画に向けての施策」について 

5 佐々木 昌 Ⅰ 地域再生計画と多目的運動場の活用について 

6 原 敏明 
Ⅰ 法面の草刈りを考える 

Ⅱ まるごと収穫祭 

７ 本島 未来 Ⅰ 令和の日本型学校教育 

8 三浦 喜久夫 Ⅰ 認知症の方を支える町づくりに向けて 
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日程第 11 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（岩口友雄君） 日程第 11、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 北沢幸保（10番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 10番、北沢幸保議員。 

○１０番（北沢幸保君） 10番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、山吹下河原の流域治水について、伺ってまいり

ます。 

（１）に入ります。 

国は、平成 21年７月に「天竜川水系河川整備計画」を策定し、当町では、Ｍ

ＩＺＢＥステーションから竜神大橋方面に向けて天竜川の護岸整備が進められ

ています。そして、護岸の高さは、戦後最大規模相当となる昭和 58年９月の洪

水・平成 18年７月の洪水と同規模の洪水を、計画高水位以下で安全に流下させ

ることを目的に築堤を進めています。 

その結果、護岸の計画高は、現在の堤防高から約 1.5メートル高くなると説明

をいただいております。 

ところで、昭和 58 年また平成 18 年の洪水時の豪雨はどのような降り方であ

り、山吹の天竜川の水位はどのくらいまで上がったのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） １番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） これから申し上げるデータにつきましては、国土交通省

水文水質データベースによるものでございますが、山吹ではなく、市田観測所の

データである点につきましては、ご容赦をいただきたいというふうに思います。 

約 40 年前の昭和 58 年９月 25 日から 29 日にかけての昭和 58 年台風 10 号災

害では、降り始めからの総雨量が 236 ミリ、27 日 22 時から 28 日 22 時の 24 時

間累積雨量が 172.0 ミリ、28 日 16 時から 17 時の１時間の累積雨量が 19.5 ミ

リ、28日 23 時に天竜川の最高水位が 2.82メートルに至ったとのことでござい

ます。 
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また、約 20 年前の平成 18 年７月豪雨災害では、総雨量は 277 ミリ、７月 18

日の 10時から 19日 10 時の 24時間雨量が 208ミリ、19日４時から５時の１時

間雨量が 22.0ミリ、19日 10時には天竜川最高水位が 2.43メートルとのことで

ございます。 

昨年６月に公共土木災害、農地災害が発生をいたしましたときの町データに

よる雨量が、６月２日から３日にかけての約２日間での累積雨量が 182ミリ、１

時間の最大雨量が 25ミリでございますので、それと比較をしていただければと

いうふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 山吹の天竜川の水位、天竜川堤防の山吹の堤防に対する水位

はどのくらいまで上がったのかのちょっと答弁がなかったので、ちょっとお聞

きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 山吹という今回のＭＩＺＢＥステーション周辺の天竜川

の水位のデータといったものについては、わかりかねましたので、最初に冒頭に

ご容赦いただきましたけれども、市田の観測所ということでご理解をいただけ

ればと、さほどその水位に変異はないんじゃないかなというふうに思いますの

で、その点でご理解いただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に移ります。 

天竜川の平均河床高も変化していると思われますが、山吹地域の平均河床高

について、国の調査結果を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 国土交通省天竜川上流河川事務所が令和３年度に測量を

いたしました天竜川の平均河床高の調査結果によりますと、ＭＩＺＢＥステー

ション付近の 156キロポストにおける平均河床高は、令和３年が 431.00メート

ル、平成 28年が 430.85メートル、平成 23年が 431.16メートルでございます。 

ここ 10 年で河床高は 0.16 メートル、16 センチほど低下をしているという結
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果でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、②番に移ります。 

護岸完成後、ＭＩＺＢＥステーションと消防署予定地の境界付近の天竜川護

岸の標高は 439.42メートルとの資料をいただきました。それでは、上平川の吐

口の標高はどのくらいの高さで、その護岸との差は何メートルぐらいでしょう

か。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 新上平川の吐口の底面高につきましては 433.96メート

ルでございます。その差でございますが、5.46メートルでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に入ります。 

ここに持ってきました図面は、天竜川上流河川事務所から示されたＭＩＺＢ

Ｅステーションの断面図になります。ＭＩＺＢＥステーションの高さがこの位

置で、上平川の高さがここの位置になります。先ほどこの差をお聞きしたところ、

５メートル余と、５メートルぐらいということであります。 

そのことを踏まえまして、天竜川が増水した場合、天竜川の護岸からの越水が

始まる前に、上平川に逆流が始まる構造となっています。この逆流の程度は、Ｍ

ＩＺＢＥステーションをつくる前と、できた後ではどのように変わるのか、伺い

ます。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 天竜川が増水をし、田沢川の水位よりも天竜川の水位が

高くなれば、田沢川の水は吐けずに水位は上昇をし、上平川の護岸高より高くな

れば、田沢川へ流れず滞留するもの、議員がおっしゃる逆流するものというふう

に思います。 

この逆流の程度はどのように変わるのか、とのお尋ねでございますが、過去の

一般質問でもお答えしておりますが、ＭＩＺＢＥステーションをつくること、天

竜川の堤防高を上げることは、これまでの天竜川の治水機能に変化が生じない



－104－ 

ものでもありますし、以前の上平川より新上平川の断面が大きくなり、吐口の高

さも 50センチ高くなっている等から、その程度はわかりませんけれども、安全

性は向上しているものと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、④に入ります。 

安全性は若干向上したという説明でありましたが、逆流は完全に防げている

わけではありません。 

国や県は、上平川への逆流による内水氾濫を防ぐために、どのような対策を検

討しておるのか。または、町からはどのような対策を要望しているのか、伺いま

す。 

○議長（岩口友雄君） ④の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 天竜川上流河川事務所に確認をいたしましたところ、「内

水氾濫とは、上平川の流域の中で起こる洪水のことであり、河川管理者である町

がどのような対策をとるのかということになるので、国土交通省としてはお答

えはできないが、国としては、できる限り、天竜川本川が外水氾濫、内水氾濫の

逆になります。外水氾濫の原因とならないようにするため、天竜川と田沢川との

合流地点での河床高を観測し、その堆積状況により適切な除去を行い、田沢川か

らの流入を円滑に行えるよう対応している」とのことでございました。 

町は、国と十分に協議をしながら、河川断面を決定をしてきたというふうに思

っておりますし、カインズ南の住宅地の皆さまのご理解を得ながら、現在、河川

改修工事を進めているところでございます。住民の皆さまの懸念を払拭しなが

ら進めているものと認識をいたしておるところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

国の資料、いただいた資料によりますと、令和３年の天竜川のＭＩＺＢＥステ

ーション地点の最大流量は 434.14メートルまで増水したと、先ほどのこの図面

に、令和３年度のその最大の上がった流量が示されております。 

これは、上平川の吐口を 18センチ上回っています。この経験からすると、10

年後のうちには何回も天竜川の水位が、新上平川の吐口に達する危険性がある
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というふうに認識すべきと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 今のは補足質問ですか。 

答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 令和３年の最大の流量が、今ご案内のありました 434.14

ということでございます。今後 10年間でこの水位を超えていくのか、超えるそ

ういった雨量が発生するのかしないのか、そういった点につきましては、自然条

件によってきますので、そこがあるかないかというところについては、やっぱり

わかりかねる部分もありますので、あくまでもその吐口、最大流量ということで

ございますので、吐口を 50センチほど高くしたというような、そういった対応

の中ででき得る対策はとったという、そういう認識でおるところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） （１）に入ります。 

○議長（岩口友雄君） （２）番ですよね。 

○１０番（北沢幸保君） （２）に入ります。すいません。 

国道より東側の山吹下河原の用排水路は、ＭＩＺＢＥステーションの造成の

ため、国道の西側に迂回させ、上平川に合流して「新上平川」となり、田沢川に

注いでいます。以前の上平川の流下能力と新上平川の流下能力の差について、伺

います。 

○議長（岩口友雄君） （２）番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 以前の上平川の流下能力は 3.6立米/ｓ、１秒間当たり

3.6立米でございます。新上平川は、１秒間当たり 7.293立米、7.293立米/ｓに

なります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） そうすると、２倍の能力になったというふうに理解しました。 

①に移ります。 

町から示された資料では、新上平川は、10 年確率の降雨を想定して整備され

たというふうにお聞きしました。 

ちょっと同じ先ほどのお答えと同じになるかもしれませんが、その流下能力
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は、どの程度の時間降雨が何時間続く流下量に耐えられるのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 新上平川は、長野県が発表をしております「長野県内の

降雨強度式」による、飯伊領域の 10年確率降雨強度に基づいて設計をいたして

おります。10年確率の雨量強度は１時間当たり 43.2ミリでありますが、降雨強

度は、降雨の継続時間によって降雨量が異なります。 

新上平川の水量のピークを、流域面積や 10年確率降雨強度に基づく降雨継続

時間などから計算をいたしますと、降り始めてから 15.5分後が水量のピークに

なります。この場合の雨量は、10 年確率降雨で１時間当たり 78.2 ミリの雨が

15.5 分間降った雨量となっており、この流量が安全に流下できる流下能力とな

っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

現在、山吹下河原未来ビジョンの策定が進められています。今後開発が進めば、

この地域の保水能力は低下し、新上平川の流下量が増加することは容易に想定

できます。 

なぜ 10年確率ではなく、より流下能力の大きな川にしなかったのか。また、

山吹区の５本の川が集まるこの地域において、どのように「流域治水」を構築し

ていくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） ご質問の、なぜ 10年確率ではなくというのが、10年確

率でやっておりますので、それ以上確率という、そういう意味でお答えをさせて

いただきたいというふうに思います。 

河川改修等における計画の規模、いわゆる確率年につきましては、「長野県土

木事業設計基準」に基づいて決めております。その基準では、「河川の重要度を

重視するとともに、既往洪水による被害の実態、経済効果等を総合的に考慮して

定めることを基本とする」とともに、河川をその重要度に応じてＡ級からＥ級ま

での５段階に区分をし、その区分に応じた対象降雨の規模の標準を示してござ

います。 
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一般に、河川の重要度は一級河川の主要区間においては、Ａ級からＢ級で 100

年～200年以上確率、一級河川のそのほかの区間及び二級河川、都市河川はＣ級

で 50年～100年、一般河川は重要度に応じて、Ｄ級で 10年～50年、あるいはＥ

級 10年以下を採用している例が多いと記載をされております。 

今回の上平川改修はＥ級に該当すると判断をいたしまして、その最大値の 10

年を採用をいたしております。 

流域治水の構築についてのご質問でございますが、流域治水は、河川・下水道

管理者等が行う治水対策に加え、あらゆる関係者が協働をして、流域全体で水害

を軽減させるハード・ソフト一体の事前防止対策でございますので、建設課だけ

ではなく、庁内関係課がこの視点を持った取り組みを進めていくことが重要だ

と考えております。 

例えば、今後、建設予定のＭＩＺＢＥステーション内に設けます水防センター

で計画をしておりますパネル展示等による災害伝承のための記録提供等も、防

災教育や防災知識の普及に有効な取り組みと思いますし、今年度作成をいたし

ました地区タイムライン、いわゆる防災行動計画の作成もしかりかというふう

に思います。 

支流域の森林整備の対策等も、流域治水として大切なハードの取り組みと考

えております。 

いずれにいたしましても、当該河川のみならず、多方面からの対策が流域治水

として重要な取り組みかと存じます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

現在、下河原で賑わいの場所ということを、つくりを進めておるわけですが、

町民の命や財産を守るのが、行政の第一の責任だというふうに考えます。 

山吹下河原の流域治水を構築してから、賑わいの場所等の開発に着手するべ

きだというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員、今のは補足質問ですか。 

○１０番（北沢幸保君） 補足です。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問にはならないような気がしますが。 

○１０番（北沢幸保君） いや、流域治水の話 

○議長（岩口友雄君） そこまで広げますか。内容を。 
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○１０番（北沢幸保君） 流域治水の質問をしていますので。 

○議長（岩口友雄君） 課長、大丈夫ですか。 

それでは、補足質問の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今ご説明申し上げましたように、流域治水という考え方

が、いろいろなハード・ソフトさまざまなその取り組みを組み合わせて行うとい

う、そういう考え方、取り組みでございます。 

したがいまして、流域治水が完全に整わなければ整備ができないと、そういう

ことは、そういう形をとってしまいますと、いつまでたってもその整備といった

ものはできないのではないかというふうに考えます。 

したがいまして、整備を行いながらでも、その流域治水という考え方を、あり

とあらゆるそういう方面から、我々庁内でいえば、関係各課がその取り組みを進

めていくと、そういったことが大切なのではないかなというふうに思っており

ます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

サッカー場は、許容放流量を決定し、２箇所に合計 2,648立米の調整池を設け

て、雨水が直ちに新上平川に流れ込まないようにしています。 

許容放流量はいかほどで、この調整池は、どの程度の時間降雨が何時間続く雨

量を貯水することができるのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） サッカー場建設におけます排水計画では、サッカーグラ

ウンド・サッカー場・クラブハウス・多目的広場・駐車場を含む全敷地に対する

雨水排水を、サッカー場南のアップスペースを掘り込んだ調整池と、それからク

ラブハウス北西からサッカー場北へ抜ける貯留能力を持たせた水路の計２箇所

の調整池をもって、雨水、雨水が直ちに新上平川へ流れ込まないように計画をし

ているところでございます。 

ご質問の許容放流量につきましては、アップスペースの調整池が１秒当たり

0.196立米、北側水路の調整池が１秒当たり 0.040立米になります。 

どの程度の時間降雨が何時間続くと雨量を貯水できるか、とのご質問でござ
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いますが、まず、貯水量につきましては、都市計画法及び長野県の「流域開発に

伴う防災調整池等技術基準」に基づき、飯伊領域の 30年確率時間降雨強度、降

雨継続時間、集水面積、放流量などから算出をいたしております。 

30年確率の時間降雨強度は１時間当たり 52.6ミリですが、降雨強度は、降雨

の継続時間によって降雨量が異なります。長野県が定める「長野県内の雨量強度

式」に基づく飯伊領域の 30年確率雨量強度曲線に基づき、調整池の必要調整容

量を計算いたしますと、数値が一番大きくなるのが、降雨継続時間が約 100分の

ときになり、１時間 40分のときになり、その際の必要調整容量が十分に貯水可

能な規模の調整池となってございます。 

次に、どの程度の雨で貯水量がいっぱいとなるのかにつきましては、降雨の量

と継続時間によりますが、例として、アップスペース調整池が１時間降り続いた

雨で満水となる雨量、雨の量を計算いたしますと、30 年確率を超える１時間当

たり 56.5ミリの雨が１時間継続した場合に満水となるという計算でございます。 

以上でございます。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、補足質問をします。 

今の調整池が、仮定にですね、仮に雨がしっかり降って調整池がいっぱいにな

っちゃったということを考えますと、許容量を超えてしまって、サッカー場や全

敷地の雨水が直接新上平川に流れ込むということになろうかと思いますが、10

年確率の新上平川ということですが、新上平川から田沢川に、そういった場合は

排水できなくなるというような懸念はないんでしょうか。 

貯水池がいっぱいに入っちゃったあとは、一気に上平川に行くわけですよね。

そういう雨が降ったときに。そういった場合の。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員、立って言ってください。 

○１０番（北沢幸保君） 先ほどの強い雨が降ったときに、最終的に貯水池が、調整池

がいっぱいになってしまったと、その後も雨が続いた場合は、そのサッカー場一

面の水は、雨水は、直接新上平川に流れていくわけですね。貯水池がもう満杯で

すので。そういった場合には、新上平川から田沢川に全部排水できるのか、もう

詰まってしまうのか。ちょっとそこら辺、そこをお聞きします。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今ご説明申し上げたような激しい雨が降ったときに、そ
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の貯水池に水が貯まります。その水を直接新上平川へ流さないために、オリフィ

スという、いわゆる水が吐けていくその量を調整するその口を設けていますの

で、水を貯めながら、出ていく量を一定にして、新上平川の流下断面の中でのみ

込める水の量だけを排水するという、そのために貯水池を設けておりますので、

大雨が降ってその水が新上平川へドーンと流れるという、そういう意味ではご

ざいません。 

いま申し上げた１時間に 56.5ミリという、一番最初に申し上げましたように、

１時間雨量が 20ミリとか、そういったときに災害が起こる、それの２倍から３

倍以上の雨が１時間は降った、そのときに満水になるという、そういう計算であ

りますので、もしそのものすごい雨が降ったときに、それ以上の雨が降った場合

については、満水まで貯水された後に、貯水量を超えた分については、オーバー

フロー管として流していくというような形になってきますので、降った雨がと

にかく新上平川へ直接流れるということを阻止するために、その調整池を設け

ているというところはご理解をいただきたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） その調整池がいっぱいになっちゃう、ずっと雨が続けばいっ

ぱいになっちゃうわけですよね。その後は直接流れていっちゃうと私は思うん

です。貯水機能がなくなっちゃうもんで。いいです。明確な回答はありませんで

したが、次に（３）に行きます。 

エス・バードに開校した、信州大学ランドスケープ・プランニング共同研究講

座は、自然環境と社会環境の調和を総合的にとらえてデザインするという専門

講座であるというふうに認識をしております。 

７月頃に、山吹下河原のデザインが同講座から示されるというふうにお聞き

しましたが、この機会に、山吹下河原の流域治水を構築するために、専門的知見

を仰いだらどうかというふうに考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） （３）番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 信州大学のランドスケープ・プランニング共同研究講座

につきましては、議員ご案内のとおり、飯田市エス・バード内の「南信州・飯田

サテライトキャンパス」に 2023年４月に開講をし、現在第１期となる修士課程

３名の学生の皆さんが、ランドスケープアーキテクトとしての素養を磨くため、
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日々の授業と演習に取り組まれておるところでございます。 

令和６年度前期のランドスケープ演習として、山吹下河原地域を含む範囲を

演習課題の対象として取り上げ、その演習成果について、学生の皆さんから発表

いただけるとお聞きをしておるところでございます。 

山吹下河原の流域治水を構築するために、専門的な知見を仰ぐべき、という議

員からのご提案でございますが、その演習成果の発表を通じ、流域治水に限らず、

将来の山吹下河原地域の、また、町全体のまちづくりについて、参考にさせてい

ただく点が多々あろうかというふうに思いますので、必要に応じまして意見交

換をしてまいりたいというふうに考えております。７月のその折には、ぜひ議員

にもご参加をいたただければというふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 前向きな回答をいただきまして、ありがとうございました。 

続いて、①に移ります。 

新上平川は、天竜川の増水による逆流の危険性と、10 年確率という流下能力

の２つの弱点を持った川であるというふうに私は感じるんですが、下河原一帯

の居住者・福祉施設・大型商業施設・買い物客などに避難情報を的確に発するた

めに、新上平川の田沢川への合流地点に水位計や監視カメラを設置するべきで

はないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 大雨によります土砂崩れや河川の氾濫による浸水は、多く

の場合、地震のように突発的に発生するものではなく、気象情報を的確にとらえ、

また、国や県からの情報を踏まえて、対象者に、災害発生前にかつ早期にお知ら

せし、避難を促すことができます。周辺住民や施設利用者に対しても、行政やさ

まざまな機関からの情報をお届けし、安全を確保していただくよう取り組んで

おりますし、今後も取り組んでまいります。 

このような取り組みを行っていることによりまして、ご提案のカメラ設置に

つきましては、現時点では不要と考えております。しかし、今後の雨量など十分

注視した上で、必要に応じ、国や県など関係機関のアドバイスもいただいた上で、

今後については判断してまいりたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 
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○１０番（北沢幸保君） 先ほどもちょっと、令和３年度の最高の雨量のときの天竜川

の水位を言いましたが、上平川の吐口より 18センチ、そのときは上回っている

ということになります。令和３年というと、つい２、３年前の話ですが、たびた

びそういった吐口を上回る状況が出てくるんじゃないかなというふうに懸念す

るわけです。ですので、積極的にちょっとそこら辺、検討していただきたいとい

うふうに思います。 

続いて、②に移ります。 

新上平川は２つの弱点を持った脆弱な川であるというふうに思いますが、2021

年のハザードマップでは、1000 年に一度程度の浸水想定区域が示されておりま

す。上平川流域は、10 年確率以上の豪雨で氾濫する危険があるというふうに危

惧するわけですが、また、天竜川からの逆流も心配になります。 

そのため、ハザードマップに新上平川の越水による浸水地図を示して、下河原

一帯の防災意識を喚起する必要があるというふうに考えますが、いかがでしょ

うか。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） まず、ハザードマップですが、その土地の風水害、浸水の

リスクを地図上に示し、早期の避難を促すものです。下河原一帯につきましては、

天竜川の 1000年確率の浸水エリアとなっており、これはハザードマップにも記

載をされております。 

以前のハザードマップには、100年確率の浸水エリアが記載されておりました

が、1000 年に一度という確率に記載が変更した理由につきましては、起こり得

る最大のリスクを示すことで、住民の皆さんに、これまで以上に防災意識を高め

ていただき、その地域に住むことにつきまして、日頃から注意を持っていただく

ということです。 

また、最大のリスクを普段から意識に止めておくことで、少しの状況変化にも

関心を持ち、早期の避難につなげてもらうためのものですので、該当河川の流域

も天竜川の浸水想定区域内にあることから、別途でハザードマップに記載する

予定はありません。 

下河原一帯の防災意識の喚起、注意喚起という目的であれば、いま申し上げた

とおり、天竜川の浸水想定区域にあるということを、普段から意識をしていただ

くよう、今後も啓発を続けてまいります。 
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○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

天竜川の越水よりか、先ほども言いましたように、５メートル下に新上平川の

吐口があります。そちらからの逆流、あるいは上平川の排水し切れない場合は、

内水氾濫となってくるという危険性が、天竜川よりか先にそっちの災害が発生

するというのは、先ほどのこの断面を見ても明らかであります。 

そういった点で、住民に最大のリスクということじゃなくて、頻繁に起こるリ

スク、それの注意喚起も必要だというふうに思いますが、いかがですか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） ハザードマップの目的、先ほどの繰り返しになりますけれ

ども、以前は 100年に一度だったものが、起こり得ない 1000年に一度を示すこ

とで、その地域そのものの災害のリスクを普段から理解していただくというも

のですので、いま議員がおっしゃるように、10 年に一度の雨というものも頻繁

に起きるということですが、お考えいただきたいのが、例えば、天竜川だけ増水

して周りが雨が降ってないということはないと思います。先ほど多田井課長か

ら話がありましたとおり、貯水の能力、58 ミリくらいの雨、さっきそれくらい

の雨を申し上げたと思いますけれども、そんな雨が上平川の上だけ降るわけで

はなくて、周囲一帯にすごい雨が降っていると思います。 

ですので、逆流という話もありましたけれども、逆流前には、周辺環境も大雨

ですごいことになっているはずですので、町からの注意喚起というものは、該当

の地域に十分やっていくことで、北沢議員がおっしゃるような避難、注意喚起と

いうことは達成できると十分思っております。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

ＭＩＺＢＥステーションは、災害時に避難場所として利用すると、広報「あっ

たかもり」で説明をしております。 

そして、最初に避難しなければならない状況は、新上平川流域で起こることが

想定されるわけですが、豪雨時に天竜川の濁流が迫り、轟音が響くＭＩＺＢＥス

テーションは、安心して避難する場所として不適切と私は考えます。 

どのような人たちをＭＩＺＢＥステーションに避難させる計画なのか、伺い

ます。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 風水害の発生が予想される場合、行政やさまざまな機関か

ら大雨などの情報をお届けする、先ほど申し上げましたが、安全に移動できるタ

イミングで早期に避難していただくということが大前提です。 

議員がおっしゃるような、天竜川の濁流が迫りといったような状況は、何かし

らの事情で逃げ遅れたような場合だと思います。 

しかし、本当に身に危険が差し迫る状況であれば、たとえ濁流が迫るような中

でも命を守る行動をとっていただく必要があります。 

先ほど申し上げたとおり、広いエリアが天竜川の浸水想定に含まれる地域で、

仮に逃げ遅れた場合でも、近くに避難できる場所があるということは、住民の安

心につながると考えます。繰り返しになりますが、気象情報を的確にとらえ、ま

た、国や県からの情報を踏まえ、対象者に災害発生前の早期の避難を促すのが、

行政の重要な役割であり、ＭＩＺＢＥステーションに避難する方を特定してい

るわけではございません。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、④に移ります。 

１月に、地元選出の衆議院議員に、「天竜川山吹堤防護岸の整備促進」「山吹地

区ＭＩＺＢＥステーションの整備促進」の要望活動を行っております。国会議員

に要望活動をする場合としない場合との成果の差、これはどこで、または何で判

断することができるのか。また、ＤＸの時代では、税金を使わず、もっと効率的・

効果的な方法があるのではないかというふうに考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 反問権をお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 反問権を認めます。 

○町長（壬生照玄君） よろしいですか。 

○議長（岩口友雄君） はい、いったん止めてください。 

○町長（壬生照玄君） いいですか。 

○議長（岩口友雄君） はい。 

○町長（壬生照玄君） １月に行った地元選出の衆議院議員等への要望活動については、

議会と町とで合同で行ったものという判断をしておりまして、議会側のこの判
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断については、町としてお答えすることではないような気がするんですが、いか

がでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ただいまの質問に議員の方から答えてください。 

○１０番（北沢幸保君） 議会も確かに行っております。町も行っております。目的は、

ここに２つの要請をしたと、要請活動を行ったと、そのやったことに対する成果

ですね。検証するには、どういった成果を見れば、やった効果があったというふ

うに判断できるのかどうかをお聞きしたいということであります。 

○議長（岩口友雄君） 質問内容は分かりましたか。 

それでは、壬生町長。スタートしてください。 

○町長（壬生照玄君） それでは、町としてというか、私がどのように考えているかと

いうことをちょっとお答えをさせていただきたいと思います。議会は議会のお

考えがあると思いますので、よろしくお願いします。 

国会議員の要望についての成果ですけれども、判断の一つとしては、国からの

認可が必要な事業、それから必要な時期に事業が採択されて、事業費に対する予

算配分がされているか。当町で行う国・県の事業が計画どおり進んでいるかとい

うことだと思っています。 

私は、国会議員にかかわらず、関係機関に対しまして、町が進めている事業に

ついては情報交換をさせていただいて、アドバイスなどもいただきながら、事業

計画を構築し、予算を配分していただくことは重要だと判断をさせていただい

て、その際にはきちんと会ってお話しをさせていただいて、お互いの人間関係を

築いていくことも必要だと考えています。 

ですので、そういったことに効率を求めた方がいいのではないかということ

ですが、全く効率とかそういったことは考えておりません。 

また、町長として４年の高森町の舵取りを任された以上、高森町や町民のため

にこのような活動を行うことは、公務だけではなくて、政務として、政治家とし

て当たり前のことだと考えています。 

こうした活動が功を奏しているかどうかは不明ですけれども、ＭＩＺＢＥス

テーションの予算もしっかり付いておりますし、これまで当町において必要な

予算も、事業が採択をされて、必要な時期に予算確保もできていると判断をして

おります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 
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○１０番（北沢幸保君） じゃあ補足質問します。 

補足質問というか、功を奏しているかどうかわからないということ、そういう

答弁がありました。そういうどうかわからんという、そういうところに労力や税

金を使っていくというのは、いかがなものかというふうに思います。 

じゃあ最後になりますが、今回は、国から示されたＭＩＺＢＥステーションの

断面図を基に、新上平川の内水氾濫の危険性について取り上げてきました。 

しかし、当町には、このほか下平河原、吉田河原、下市田河原にも同様な危険

性が考えられます。これらの地域においても、国から断面図を求めて、逆流や内

水氾濫の危険性について検討し、減災・防災に努めなければならないと考えます。 

最後に、町長の見解を、その点について、見解を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、功を奏しているかどうか不明ですがということに対して

ご指摘をいただきましたけれども、それは不明であったとしても、やるべきこと

はきちんとやっぱりやっていく、要望すべきことは要望していくという、その姿

勢が求められていると思います。ですので、何もせずにいればいいというわけで

はなくて、要望すべきことは、私はきちんと要望するのが、政治活動としての役

割だと思っております。 

もう一つ、２点目の話でありますけれども、まず、全体の流域治水の考え方と

いうのは、天竜川水系を見れば、諏訪湖から一番下の合流地点まで、これ全体の

流域治水だと思っておりまして、そのうちの上部にあたる上流河川の部分につ

いては、いま話題になっております戸草ダムの建設であったりとか、そういった

ことで全体の流量を調整しながら、いわゆる内水氾濫等が起きないようなそう

いった対策をすること。もしくは山をきちんとする、田んぼ等の治水能力を高め

る、こういったことをきちんとやっていくということで、高森町下河原とか、下

市田河原という、そういう単独ではなくて、やはり流域治水の考え方は、もう天

竜川の上流部すべてで考えていくことだと思っております。そのために各町村

で、広域連合であったり、そういったところで協力をしながら、そういった事業

を進めているのだと私は判断をさせていただいております。 

例えば、上平川のところに逆流する、18 センチ逆流したとしても、上平川の

高さそのものはこれまでより高くなって、全体の断面も広くなっているので、こ

れまでより逆流したとしても、安全な状態にしたということには変わりがあり

ませんし、それだけの雨がもし降り続くようなことがあったとすれば、田沢川だ
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けではなくて、ほんとに大島川、南大島川、下市田だったら江戸ヶ沢であったり

黒沢川、こういったところも非常に危険な状態になるというふうに思っており

ます。 

ですので、町としてできることは、県の皆さんにお願いをして、きちんと河床

を下げるような作業をしていくであったりとか、そういったことを継続してお

願いしていくということだと思っておりますので、ぜひ議員も、県の方に要望活

動をしていただけるとありがたいなと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 一般質問を終わります。 

 

◇ 通告２番 小平一博（11番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 11番、小平一博議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、11番、小平一博でございます。 

通告に従いまして、質問をいたします。 

１番目の質問です。 

壬生町長に２期目の町政について、質問をしたいと思います。 

今年の１月で、壬生町長の２期目の半分が終わったということになりますが、

ますます町長としての円熟味が増し、町の将来のために頑張っている姿に、多く

の町民も、これからのまちづくりに期待を持って見ております。 

（１）の質問であります。 

今年１月で２期目の前半が終わりましたが、町長は、自分の町政をどのように

評価しているか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） ２期目もこれで半分が経過をして、残り１年と数か月というこ

とになったと思います。これまでの評価ということでありますけれども、まず、

世界に目を向けますと、１期目の後半から新型コロナウイルスが流行して、２期

目の当初には、ロシアがウクライナに侵攻する、それに伴う円安、物価高、中東

情勢の変化、まちづくりに対して予想ができないんですけれども、影響が強い変

化がさまざま起こっていると感じています。 

さらに、南信州地域では、リニア中央新幹線のトンネル、それから駅部、天竜
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川架橋の工事、それから関連道路の工事が進みまして、昨年には三遠南信自動車

道の青崩トンネルの貫通ですね、高速交通網の兆しを感じるようになってきて

いるということです。 

こうした内外で起こるさまざまな変化の中で、役場の職員であったり多くの

町民の皆さま、事業者の皆さまのご理解をいただきまして、２期目に掲げている

公約のほとんどに着手することができて、事業展開を図ることができていると

感じています。 

この場をお借りしまして、多くの皆さまに心から感謝を申し上げます。 

まず、公約の軸となっている地域に根差した人材育成では、冒頭のあいさつで

も申し上げたとおり、小中学校では、支えていただける地域の皆さまの協力もあ

って、さまざまな取り組みが広がっているということです。 

今年度、大きく方向転換をした熱中小学校でも、まちづくりのためにこの地域

で頑張っている人から直接取り組みをお聞きし、想いを伝えていただくという

ことで、参加者は大いに刺激を受けて、地域に対する関心を高めることができて

いるということです。 

町が困っていることを手助けしたり、自分も責任を負いながら努力をしてい

ただけるという人も増えていますし、少しずつではありますが、さまざまな分野

でまちづくりを自分事と考えてくださる人材が育ってきていると感じています。 

また、今年度は５月にコロナが５類に移行したこともありまして、自治会だけ

ではなくて、各種団体の皆さまと 30回程度のまちづくり懇談会を開催しました。 

過去のまちづくり懇談会は、行政に課題をぶつける、場合によっては不満をぶ

つけるというような、要望する懇談会がほとんどだったんですけれども、多くの

懇談会が、自分たちでテーマを決めまして、課題や将来について一緒に考えるス

タイルに変化してきており、これまでの取り組みが成果に結びついてきている

ということも感じています。 

このように人材が充実してきたことにより、想いを同じくする多くの人々が

高森町に関わりたいと言ってくださるようになりまして、総合計画や行政評価、

職員研修に関わっていただいていますマニ研の中村 健氏はもちろんですけれど

も、今年度は、現在、寺本英仁さんにもお願いをして、職員研修等を行っており

ますし、地域商社の方にも一緒に関わっていただいて、商品価値の再認識、魅力

発信や販路開拓など、産業に関わる分野でも活躍をいただいているということ

です。 
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来年度からは、予算でもお願いしています岸川政之さんが、さらに踏み込んだ

子どもたちの人材教育に関わっていただきます。 

このような人と人とのご縁が、自分を支えてくださっているというふうにも

感じているということです。 

一方、リニア新時代に向けまして、ハード整備や計画策定なども進んでおりま

して、新年度には、６月にサッカー場が完成するほか、ＭＩＺＢＥステーション

の整備や都市計画、立地適正化計画も、策定に向けて概ね順調に進んでいると判

断をしています。 

以上のことから、この２年間を振り返ると、さまざまな世界情勢に振り回され

る部分はありましたけれども、町民の皆さまのご理解と、町職員をはじめ、私を

支えていただける多くの皆さまのご尽力もあり、概ね順調に進んでいると評価

をしているということであります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 私も、いま町長が答弁していただきましたけれども、よくや

っていただいておると思って、私としても評価をさせていただいております。 

それで、あと今後２年間の話も少し出ましたけれども、どのように考えて町政

運営を行うのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 選挙に出たときに、４年より先を見通すことは、皆さんもそう

だと思うんですが、なかなか難しいということであります。 

ですので、この４年間にできることを公約として、将来につながる部分も当然

あるんですけれども、そういったところを示させていただいて、それに向かって

やっているということであります。 

ですので、少しでもこのお約束させていただいたことを確実に進めていって、

町民の皆さまのお役に立つことができるように、残された期間も町の職員と一

緒に頑張ってまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、Ⅱの町の観光を考えるということで、質問をした

いと思います。 
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（１）の観光協会の再編につきまして、まちづくりとの関係についてお聞きし

たいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、観光協会については、今年度入る前までについては、ほ

んとに名前だけの観光協会であったものを、本年度から専任の人員を配置して

実質化しているということであります。 

今後、リニアや三遠南信道など高速交通網の整備を見据えまして、南信州のブ

ランドの一角をなす高森町の特徴や魅力を伝えるということで、来訪者を招き

入れ、食や体験などを提供する地場産業の商機の拡大、付加価値のアップなどを

図ることが一つの目的になっています。 

さらに、来ていただける皆さんへの飲食や体験などの「おもてなし」は、町民

や事業者の生きがいや充足感とともに、南信州地域や高森町に対する「誇り」の

醸成につながり、各分野の後継者の確保にもつながると考えています。 

このように、当町や地域に関係する「ヒト」が増えることで、地域づくり、ま

ちづくりがさらに進むと考えています。 

高森町が、将来の持続可能な町として維持し続けるためには、観光協会などは

必要な組織であり、外と中をつなぐ必要な組織という意味でありますけれども、

地域づくりを観光の視点でとらえていくことも必要な取り組みだと判断をして

います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、①でありますが、現在の町の町内の観光というも

のをどのようにとらえているのか、質問をいたします。 

○議長（岩口友雄君） ①の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 単独で当町内、いかにも「観光」と呼べるような特筆すべ

き素材はないかもしれませんけれども、個々の素材は小さくても魅力的なもの

が豊富にあるというふうに考えております。 

挙げるに、皆さまの想像に難くない座光寺スマートインターチェンジから数

分の距離にあります信州たかもり温泉、それから不動滝、また河岸段丘からの眺

望や中世の古城跡、サクランボ・ぶどうなどの豊富な果物狩り、多彩な獅子舞な
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どの伝統芸能、市田灯ろう流し大煙火大会などのイベント、さらには渓流釣りや

ラフティングなど川のアクティビティなども挙げられます。 

そういったものからさらに視点を変えると、それぞれ特色ある農産物直売所

や、スイーツや居酒屋を楽しむ飲食等の店舗も豊富な資源として挙げていいの

ではないかと考えております。 

ただ、現状では、このような個々の魅力をつなげ、連携・相乗させるような仕

組み、あるいは来訪者の観光消費、一点だけではなく複数のところにお立ち寄り

いただいて、お越しいただいた皆さまにも、地域の経済を消費していただくとい

ったものにつなげる工夫がまだまだ不足しているのではないかというふうに現

状をとらえてございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） ②でございます。 

現在の町内の、今後の観光協会の体制でございますが、事業内容、構想につい

て、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 今までの答弁と重複している部分があろうかとは思いますけ

れども、町の観光協会では、町の観光はヒト・コト・モノによる感動づくり、つ

まり、ためになった、勉強になったと、こういった感動としてとらえまして、新

たに観光業を興すばかりではなく、地域の産業や潜在的な資源・素材をつなげて

活かし、近隣とも連携をしまして、「感動を提供して稼げる観光産業づくり」を

目指していくところでございます。 

これに向けまして、令和６年度におきましては、事務局体制を現在の事務局長

と職員１名の２名体制に加えまして、新たに町職員１名と地域おこし協力隊員

１名を配置して４名体制で取り組んでまいります。 

具体事業としましては、観光情報発信や観光案内はもとより、今年度実施をし

ました市田灯ろう流し大煙火大会や高森音楽祭に加えまして、新たに果物狩り

にさらに注力をしていくほか、地域を発見するデジタルスタンプラリー、トライ

アルといたしまして、高森町に県外からモニターとして訪問をいただくモニタ

ーツアーなどを計画をいたしております。 

今後の観光協会のあり方や体制につきましては、観光関係者や地元商工関係
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者等による観光協会運営委員会を中心に検討を進めてまいりたい、このように

考えているところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 続きまして、③でございます。 

当町の観光スポット不動滝をどのように輝かしていくか、ということにつき

まして、お考えがありましたらお聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ③の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問いただきました不動滝は、春の新緑、それから夏の

水しぶきを浴びる涼感、秋の紅葉、冬の冷厳な氷瀑の姿など、四季を通じて体感

ができる場所となってございます。 

ただ、狭いながらも唯一のアクセス道路になっております林道不動滝線の保

全にはなかなか注意が必要かということを感じておりますが、安全確保に努め

つつ、大自然そのものの魅力を多くの人々に感じていただける、体感していただ

ける場とさせていきたいと考えております。 

その一方で、おそらく年間数千人の来訪者があるだろうと見込まれる中で、単

にそのスポットだけ、不動滝を訪れるだけではなく、町内に滞在して観光消費を

もたらすというような仕掛け、仕組みづくりが必要ではないかと考えておりま

す。 

先ほど副町長から挙げていただきましたとおり、協会で予定します今年度の

モニターツアーなど、その参加者のご意見なども伺いながら、今の不動滝、これ

からに向かって誘客をどうしていくか、といった具体的な検討を進めてまいり

たいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） ちょっとこれから私の意見を申し上げまして、またお聞きし

たいと思うんですけれども、私は、昨年から不動滝へ３回ほど上ってきました。

人は確かに少ない。また、茶店なんかというか、トイレも大変汚くて、11 月に

行ったのかな、ちょうどモミジ、紅葉の頃行ったんですけれども、大変寂しい。

ただ、滝はすばらしい滝でありました。 

私は、この高森の中で一番これから私は輝かせていきたいといったところに

あるのは、やはり観光の目玉にしていくべきだと思うんです。やはりいま産業課
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長が言いましたけれども、いくつかの点を結んで観光にしたいんだと、やはりそ

の中心を不動滝にするべきだと思うんです。私は、不動滝の浄水場から上がって

行きまして、大変浄水場の祠がありまして、あそこのモミジは大変きれいでした。

11月だったと思いますが。 

これを見まして、広域農道から上がって行くと、少しずつ植栽してありまして、

これは何年も前から役場の職員の皆さんが努力して、この不動滝のこの街道を

整備してきたんだなというところを感じました。 

それで、そこで私の提案でございます。 

この不動滝を町の観光のメインスポットにあれしていくべきだと思うんです。 

それで私は、この街道を、浄水場からちょうど３キロあるんですね。浄水場か

ら３キロが不動滝があるんです。その３キロを、やはり彩り街道にしていったら

どうかと思うんです。それを、それは少し今、先ほども話しましたけれども、少

し今までやっているんですよね。やっておるんですけれどね、中途半端。中途半

端というのは、それだけ努力してきてはおるんですけれども、やはり観光のスポ

ット、町のナンバーワンのスポットにするには、大変足りないと思います。 

春は桜とかモミジとか、夏は清涼、冬は氷の滝ですね、というような形でやは

り売り出していく。それで気の早い期待を持ってはおるんですけれども、この街

道を彩り街道として、箕輪ダムって皆さんも行ったことはあると思うんですが、

ああいう、ああいうところとか、香嵐渓ね、愛知県のあそこにある、ああいうよ

うな形で、上段道から行く、そして浄水場の水源地、水源地がある、そこからず

っと上を不動滝まで整備したらどうかと思うんですね。 

そういうようなことで、ぜひそこのそれを「不動滝彩り街道」という名前で、

ぜひ私、造ってほしいと思うんですよ、そういう事業を。そういうことをお願い

するわけでございます。 

あそこは道が狭いんですけれど、そういうシーズンにはやはりマイクロバス

をずっと上がっていって、上で降ろして、あと歩いてくると、そのときに茶店が

あり、お団子を食べながら、またうどんを食べながら、下りてくると、そして下

で駐車場で自分の車に乗って帰るというような、そういうような、狭いですけれ

ど、広くしなくても私はいいと思うんですね。そういうような形でぜひ整備する。

それで不動滝も立派な不動滝ですから、もっと感動を、感動というか、例えば、

あそこのもっと上まで見れるとか、なんかこう滝をもう少し売り出したらいい

かなというような感じがしております。 
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そんなことを思っておりますので、ぜひまたご検討をいただきたいというか、

思います。 

次に、④の質問になります。 

今後、リニア開通して、当町の観光に対する期待は大きいと思いますが、いま

私も言いました、不動滝を中心に、現在の寺院、神社、観光園、花火大会、天伯

峡のホタル、ゴルフ場、コンサートなど、そしてたかもり温泉、そうすればたか

もり温泉も私は充実するんじゃないかと思うんですよね。それらをコラボした

町民、高森町の愛する皆さんの期待に応える観光高森ができるのではないかと

思いますが、町の考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 不動滝の活用につきまして、ご提案をいただきましてあり

がとうございました。 

上段道路から浄水場の下までの間を、一応モミジ街道というか、命名で、モミ

ジを植栽しながら手入れをさせていただいておるところでございます。 

また、その先線も含めて不動滝線の保守・保全、それから日常の管理等は行っ

ておりますけれども、積極的な、ご提案のような観光施設のインフラとして整備

してくるというところまでには、かなりの規模の財源が必要になってこようか

と思いますので、需要も踏まえながら、慎重に考えてまいりたいと思っておりま

す。 

ただいまご提案をいただいた、ご質問をいただきました観光スポットの充実

といった点でございますが、訪れた方々に最低限、これだけは用意しなければい

けないというものとして、現在のところでは、その駐車場とトイレといった施設

が必要になるのではないかと思っております。 

そういったその施設も含めてですけれども、先ほど申し上げましたように、大

きな施設の整備につきましては、その規模、予算の確保などといった面で限度が

ある一方で、来訪者がまた来たいと思っていただけるような、その体験を残して

いただくためには、熱く解説するそのインタプリタといいますか、ガイドといい

ますか、そういった役の用意であったり、費用ではないですけれども、おもてな

しと同時に、ご商売としてビジネスとしてとらえるこの地域の皆さまの事業者

の気運であったり、そういったものの醸成が必要ではないかというふうに考え

ております。 
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先ほど申し上げましたように、繰り返しになりますが、大幅な施設の整備とい

ったところは、なかなか今すぐといったところではございませんけれども、そう

いった気運の醸成といったものを、観光協会なども連携しまして、一緒に取り組

んでまいりたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 最後ですけれども、５年、10 年後のその不動滝彩り街道を

期待したいと思います。 

それで、もう一つ、下市田とか山吹地区の下段の開発がこう進んでおりますけ

れども、今度は上段の開発をやはりしていってほしいなというように思いまし

て、今日の質問とさせていただきます。 

以上でございます。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を 10時 45分といたします。 

 

休 憩  午前１０時３２分 

再 開  午前１０時４５分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告３番 大島正光（12番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 12番、大島正光議員。 

○１２番（大島正光君） 12番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問をいたします。 

今回は、能登半島地震の教訓を活かすために、について質問をさせていただき

ます。 

今日は３月 11日です。3.11、関連死を含め２万 1,800人以上が犠牲となった

東日本大震災からちょうど 13年が経ちました。13年前の今日、３月 11日には、

私は３月議会の審査で３階の会議室で委員会を開催をし、審議中に大きな揺れ

が来たということを思い出しました。 

また、今年、新年早々痛ましい災害が発生しました。能登半島地震で、激しい

揺れにより家屋が倒壊、火災、津波も発生、土砂崩れなどで多くの集落が孤立、

断水・停電の復旧も時間を要しております。 
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被災されました皆さま方に心からお見舞いを申し上げます。 

この 30年間に国内で震度７を記録した地震は７回を数えております。ちょっ

と調べてみましたら、平成７年の１月に阪神・淡路大震災、マグニチュード 7.3、

平成 12 年の 10 月には鳥取県の西部地震、マグニチュード 7.3、平成 15 年の９

月には十勝沖地震、マグニチュード 8.0、平成 20年には岩手県の宮城内陸地震、

マグニチュード 7.2、それから平成 23年の３月 11日の東日本大震災、マグニチ

ュード 9.0 です。それから平成 28 年の４月、熊本地震、マグニチュード 7.3、

そして今回、能登半島地震、7.0ということで、7.0マグニチュード以上の地震

が７回、それ以外にも 6.8、6.9等の地震がたくさん発生をしております。 

特にこの中で大地震と呼ばれるのは、平成７年の阪神・淡路大震災、犠牲者

6,400人。2011年の東日本大震災、犠牲者２万 1,800人であり、今回の能登半島

地震はマグニチュード 7.6と、大地震に匹敵する地震でありました。 

長野県内も活断層が広く分布しておりまして、同様の被害の発生が懸念され

ております。糸魚川-静岡構造線断層帯、南海トラフ巨大地震、伊那谷断層帯な

ど甚大な被害の発生が予見されております。 

今後、これらの自然の猛威とどう向き合っていくのか。想定マグニチュード７

を超える地震に備えた防災・減災対策について、最初にお聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） それでは、お答えさせていただきます。 

議員からもお話がありましたけれども、本日は３月 11日ということで、東日

本大震災が発生した日であります。13 年目を迎えたということでありますけれ

ども、その年にお正月には能登半島地震が発生するというようなことが起こっ

ています。 

日本全国の自治体は、それぞれの地域の地震をはじめとしたさまざまな災害

の被害を想定しながら、それに備えた対策を進めていますが、必ずしもその想定

どおりにならないということについては、これまでの事例を見ていただいたと

おりかと思います。 

さまざまな技術の進歩によりまして、被害想定の精度は高くはなってきてい

ますが、それでも完全ではないということを、私たち自身が承知しておくことが

必要だと考えています。 

当地域も南海トラフ地震や、発生の確率は非常に少ないと言われていますけ
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れども、活断層に由来する地震のリスクを持った地域ということであり、被害想

定に基づいた訓練や対策をこれまで講じてきているということです。 

まずは、現状把握しうる情報をもとに、できる限りの備えを行うことを前提に、

これ以上の災害が起こりうることも住民全員が理解しておくことが重要と考え

ています。 

また、想定どおりかどうかは別問題として、どのような状況になっても対応で

きる仕組みが必要だと考えています。昨年度から地区タイムラインの作成を進

めていますが、住民一人ひとりがどのような行動をとるのか、地域はどのような

連携をしていくのか、自助・共助を改めて考えていただいております。 

能登半島地震でも、行政だけの対策だけでは十分ではなく、むしろそれ以上に

住民自身の自助や住民同士の助け合いによる共助の重要性、こういったものが

明らかになったと思います。 

特にお正月休みのときの、さらには行政が運営されてない時間帯での地震と

いうことがあったので、そういったことがはっきりしたのではないかなあと思

っています。 

地区タイムラインは毎年見直しを繰り返しながら、常に実情に合ったものに

変えていただくということにしています。自助・共助の必要性が十分に認知され、

行動いただくことが防災力の基礎であり、行政として災害への備えを十分に行

いながら、住民や地域防災力向上の取り組みを今後も続けてまいりたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

次の質問に移りたいと思います。 

能登半島地震では、重い瓦屋根の古い家は倒壊、新しい家は残ったと報じてお

ります。震度６強以上でも倒壊しないとされる新耐震基準ができた昭和 56年よ

り後の建築かどうかで明暗が分かれ、倒壊したほとんどが旧基準時代の建物で

ありました。 

ここで３点まとめて伺います。 

町内の建物で、新耐震基準以前の建物はどのくらいあるのか、把握しているの

か。また、町全体の建物の耐震化率は。また、町内の公設建築物、公の建物です

が、耐震化率は 100％なのか、質問をさせていただきます。 
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○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） それでは、まず、町内の建物・住宅で新耐震基準以前の

建物の件数でございますが、1,590件、1,590戸になります。 

また、町全体の耐震化率は 81.2％でございます。 

町では、令和３年４月に「高森町耐震改修促進計画（第Ⅲ期）」を策定し、そ

の中に掲載をしてございます。 

しかしながら、この促進計画をホームページ等にて公表をしていなかった点

につきまして、お詫びを申し上げ、至急対応をしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 私の方からは、公共建築物につきまして、答弁させていた

だきます。 

令和３年度に実施しました高森町公共施設等総合管理計画改訂業務におきま

して、公共建築物の耐震化の状況をまとめております。延床面積ベースになりま

すが、全体の約 61％が新耐震基準後の建物、残りが旧耐震基準となります。 

旧耐震基準のうち耐震改修・補強等を行った建物もありますので、全体では

88％の建物が耐震性を有しています。 

耐震性を有しない建物につきましては、今後も耐震改修やあるいは建て替え

進め、また将来を見据え、不要となる施設につきましては、除却するなどの対応

を進めてまいります。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 町の公の建物、もう少し耐震化率が高いんじゃないかなと思

っておりますが、ちょっと若干私の思っていたより低いなというふうに感じま

した。 

次の質問に移ります。 

地震が来ても、まずは倒壊しない建物で暮らすことが重要であります。 

町でも当初予算で、住宅改善費の「とうかい防止対策事業」で、住宅耐震改修

補助金を計上して対応をしておりますが、補助金以上に補修費がかかり、また、

居住している方の高齢化などで、なかなか進まない現状かと推測されます。 

今回、震災を機に、長野県も補助額上限を 100万円から 150万円に拡充する関

係費用を新年度予算に盛ったというふうに伺いました。 

町でも、現在の負担割合４分の１に加え、独自の耐震改修補助金を要望したい
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が、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 令和元年から令和５年の過去５年間の 13件の補助対象

耐震改修工事に要する費用の平均額を算出いたしましたところ、約 365 万４千

円でございました。 

現在の補助制度に当てはめますと、個人負担が 265 万４千円ということにな

ります。 

議員ご指摘いただいた、県が、長野県が令和６年度から 50万円独自補助をし

た場合は 215万４千円となります。町が仮に県と同様に 50万円を上乗せした場

合は、165万４千円の自己負担ということになるわけでございますが、いずれに

いたしましても、高額な自己負担がかかるということになりますので、補助制度

創設につきましては、今後慎重に検討をしてまいりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ぜひまた補助金の増額を要望をさせていただきたいと思って

おります。 

次の③の質問に移ります。 

能登半島地震があった今、住宅の耐震改修補助金の活用をもっとＰＲしては

いかがでしょうか。 

今お話にありましたが、元年から５年までで 13件というようなことで、毎年

利用が１～３件というふうに伺っております。ＰＲ不足というふうに感じます

が、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 毎年４月には、広報たかもりにて耐震化のＰＲをさせて

いただいているところでございます。 

また、令和５年度につきましては、８月 14日から 25日にかけまして、役場正

面入り口におきまして、長野県と共同で耐震化促進に向けたパネル展示を実施

したほか、令和４年度には、まるごと収穫祭におきまして、町民体育館に特別ブ

ースを設け、耐震診断の促進を図る取り組みを行っております。 

令和２年度と令和３年度には、旧耐震基準の該当宅へ直接、まずは診断を行っ

ていただけるよう、はがき案内をさせていただいたという取り組みもご紹介を
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させていただきたいというふうに思います。 

しかしながら、議員がご指摘いただくようなＰＲが不足しているということ

でございますので、今回のような機会を契機といたしまして、耐震改修につなが

る取り組みを今後工夫してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 今回を契機として、ＰＲをまたよろしくお願いしたいと思い

ます。 

次の質問に移ります。 

能登半島地震では、石川、新潟両県で約５万人が避難しました。着の身着のま

ま避難した人が多く、毛布などの寒さ対策、食糧（非常食）や飲料水の確保、カ

セットコンロなど、また、体調に不安のある人、障がいのある人など、支援や助

力が必要な方への対応など、報道等でうかがい知りました。 

緊急災害時の町の防災備品について、現在の状況を伺います。これは公助の部

分になると思いますが、特に冬の避難時のときの関係についても伺いたいと思

います。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 町の主な備蓄品として、まず防寒対策としては、圧縮保存

された毛布 1,400枚を備蓄しております。また、食料につきましては、主にアル

ファ化米が 4,500食、乳児用液体ミルク 200ミリリットル入りで 48本、水は２

リットルペットボトルなどを 60 本、その他自動排泄処理トランク型トイレ 20

基、簡易トイレが 15基、生理用品のほか、間仕切り用の室内テントと折り畳み

簡易式ベッドがそれぞれ 150基、段ボールパーテーション及びベッドが 37セッ

ト、主なものについては以上のようなものを備蓄しております。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 次の質問に移りますが、各地区でも防災備蓄をしていると思

いますが、各区の備蓄状況の把握はしておりますでしょうか。これは共助にあた

ると思うんですが、把握しておるか、お伺いしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ⑤番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 各区、自主防災組織ですが、その単位での備えにつきまし
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ては、それぞれの組織が必要な量を考え、備えていただいておりまして、町で一

元的に全体を把握はしてございません。 

自主防災組織の主体的な備えを支援するため、町では備蓄品や防災備品の購

入に対する補助事業等で支援を行っているのが現状です。 

また一方で、地区の保管場所というところも十分確保できておらないため、発

災時には地域の備蓄が不足する場合、町の備蓄品をそれぞれの地区の避難所等

へお届けするといったことになろうかと思います。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 私が住んでおります上市田区でも、こういった防災倉庫備品

一覧表ということで、今お話がありましたようなテントだとか、簡易トイレだと

か、備蓄用の毛布、土嚢袋、防災用ヘルメット等々、備蓄ということで、多分こ

れはほかの区でも備蓄をしておると思うんですが、ちょっとどんなようなほか

の区がなっておるかというやつもわからなかったものですから、町の方でどう

いうような把握をしておるか、お聞きをさせていただきました。 

次に移ります。 

大きな災害が発生したときに対応するため、各自、各家庭で食糧備蓄など防災

対策を心がけておくことが必要であると思いますが、町民への周知はしている

と思いますが、そこら辺の状況をお伺いしたいと思います。これは自助の部分で

ございますが、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） ⑥番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 災害に対する各家庭の備えについては、先ほど来何度か話

が出てきましたが、ハザードマップの記事面の方で事前の備えということをご

案内しております。 

また、先ほど申し上げたとおり、地区タイムラインを作成していただいており

ますが、その中では、各家庭が平時の備えを考えていただく欄もございまして、

地区によっては、３日分の食料の備蓄ですとか、非常持ち出し品の準備など、こ

れをマイタイムラインの方にチェックいただくようにしているところもござい

ます。 

地区タイムラインのマイタイムラインのところですが、個人の行動を各自が

考え、備えておくものでございまして、毎年の更新の中でその部分の意識を高め

ていただくよう、ご案内をしてまいります。 
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また、昨年からケーブルテレビの文字放送や町の公式ＬＩＮＥを通じまして、

防災をクイズ形式で学ぶ取り組みを行っております。各家庭での防災備蓄の必

要性や対応についてもテーマにしておりますので、これらの取り組みを継続し、

啓発に取り組んでまいりたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） それでは、最後の質問に移ります。 

食糧などの物流業者やスーパー等と災害時の支援協定を結び、避難時の環境

向上を図っている市町もあります。 

町の災害時に、このような民間との支援協定の状況を伺います。 

○議長（岩口友雄君） ⑦番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 高森町と他の地方自治体ですとか、団体・民間事業所、こ

れらの間で災害時の各種支援に関する協定を結んでおります。令和５年度末時

点で 44の協定を締結しておりますが、うちご質問の食料品や衛生用品など、物

資等の供給については 12協定、物流など緊急輸送については２協定を締結して

おります。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 最後になりますが、防災科学技術研究所の総合防災情報セン

ター長で筑波大学の臼田教授は、講演会の中で、「能登半島地震での被災は、対

岸の火事でない。災害に対する備えや心構えを」と強調をしております。建物の

耐震化や家具の固定、それから避難訓練などが重要だというふうに言っており

ます。 

また、今回の地震の新聞報道等で、被災地での上下水道管の復旧もなかなか進

まない状況もあり、この耐震化も重要というふうに考えております。 

また、国土交通省が山吹地区の天竜川沿いに、安心、安全のためのＭＩＺＢＥ

ステーションが予定されておりまして、防災資機材の備蓄やヘリポートも計画

されておりまして、防災が強化される予定でおります。 

町でも予算が限られておりますが、来年度以降、国・県の補助事業等を要望し、

できるところから早期の対応をお願いをし、一般質問を終わりたいと思います。 

 

◇ 通告４番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ８番、木下啓爾議員。 
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○８番（木下啓爾君） 議席番号８番、木下啓爾です。 

これから、令和６年度・７年度の「男女共同参画に向けての施策」について、

質問をいたします。 

３月８日は国際女性デーで、マスコミの特集も目に付きました。 

高森町の男女共同参画社会、女性活躍社会の実現については、女性の意見を活

かしたまちづくりだけでなく、人口減少に関わる重要な施策であることは周知

のとおりです。 

町でも、令和３年３月に、令和３年度から令和７年度の高森町男女共同参画計

画を策定し、女性の意見が反映されるまちづくりを実現しようとしております。

この計画は、３つの基本目標と７つの具体的目標、そして 28の推進目標で構成

されております。 

そこで、１の質問です。 

男女共同参画計画の中間点を過ぎましたので、次の計画策定に向けて、令和６

年度・７年度の施策の方向性を考える必要がございます。 

そのために、まず、令和３年度から令和５年度までの施策をどう評価している

のかを、お伺いをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 町では、「なりたい『あなた』に会えるまち」を目指し、まち

づくり基本条例の前文で掲げているとおり、男性、女性の区別なく、まちづくり

に平等に参画することを目指して、まちづくりプランを推奨しているというこ

とであります。 

毎年実施している町民アンケートでは、「身近な社会が、社会全体として男女

が平等だと思いますか」、「女性の社会での活躍を妨げていると感じているもの

はありますか」をお尋ねし、個々の事業実施の参考としています。 

しかし、そのアンケート結果からも、男性と女性での意識の違いが見られ、年

数を経てもその差が改善されていないという現状です。 

そこで、男女共同参画に関する施策を計画的に推進するために、令和３年３月

に「高森町男女共同参画計画」を策定しているということです。 

町民アンケートの「身近な社会が、社会全体として男女が平等だと思いますか」

という問いに対しまして、「平等である」と答えた方の割合は、計画策定当時は

20.2％、令和５年度のアンケートでは 16.6％でした。 
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また、男性と女性の意識の差もなかなか縮まっていないということです。 

計画は作成したものの、町民や事業者に対するＰＲ不足、関係各所への周知・

連携、具体的な施策の取り組みが十分ではなく、計画で目指した成果が出ている

とは言えないという、そういう状況でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） それでは、その具体について、①の質問です。 

計画には、基本目標として３つ挙がっております。１つ目は、男女共同参画の

意識づくり。２つ目は、女性が活躍する環境づくり。３つ目は、安全、安心な社

会づくりの３つです。 

この①の質問では、その施策のうち、数値を見ることで評価がしやすい、基本

目標２の女性が活躍する環境づくりにあります、３、施策の展開に記載されてい

る、各種審議会への女性の登用促進について、お聞きをします。 

施策の展開には、①各種審議会、委員会への女性の視点を取り入れるため、女

性委員の登用を図ります。②には、意欲ある町民が参加する場を広げるため、各

種審議会、委員会委員の公募枠を設けるよう努めるとあります。 

そこで、令和２年度と比較して、令和５年度までに①②について、女性がどの

程度増えたのか、その進捗状況について、数値的にお答えください。 

ただし、３年が経過しておりまして、新たな委員会や新協議会も発足したと思

いますので、計画の 12 ページ・13 ページにある 29 の団体、委員会、協議会に

限って、お答えいただければ結構です。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 審議会の関係につきまして、答弁をさせていただきます。 

基本目標２、女性が活躍する環境づくりの施策の展開で、各種審議会への女性

の登用の促進を掲げているところであります。 

令和２年度以降の実績値でございますけれども、令和２年度 26.9％、令和３

年度 26.4％、令和４年度が 24.9％、令和５年度 24.6％、ほぼ横ばいの状況でご

ざいます。 

直接指標と結びつくものではございませんけれども、関連いたしまして、先日

発表いたしました、高森町役場の令和６年度の人事異動案では、管理職として課

長代理に女性２名を登用したところでございます。これで課長代理以上の管理
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職は女性４名、男性６名になりまして、より多様な視点で行政事務を執行するこ

とにつながるというふうに考えているところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 私の方からは、計画の 12ページ・13ページに高森町の町

議会議員ですとか、各種審議会の委員等の状況ということで、各そういったとこ

ろの女性割合というものをまとめてあります。その変化ということでございま

すけれども、先ほど冒頭、町長の方からお話しを申し上げたとおり、この進行管

理というのは、実のところ十分できてない部分がございます。ですので、例えば、

町議会議員で申し上げれば、計画当初が 14人中女性がお一人であったものが、

現在はお二人いらっしゃいますが、これは計画の推進によってなったかという

よりも、言い方は悪いかもしれません、結果としてこのような状況にあるといっ

たところです。 

そのほかの審議会等につきましても、もちろん公募につきましては積極的に

行っておりますけれども、女性が参加しやすい環境をつくり、一人でも多くとい

う意識が十分であったかというのは、この３年間は足りてなかったというよう

にとらえております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいまの回答の中で、一点、私は、役場の役職職員の女性登

用については、さまざまな原因、理由があると思いますので、国のように 30何％

女性にしろというようなことは申しません。状況によって全然違いますので、そ

のことは今回質問に入れなかったのは、ちょっとそれとは違う視点で、女性の活

躍する場をということでお話しをする、質問することで、省いてございます。 

実数としては、急速に女性登用は進んでいるというわけではないというお答

えにとらえました。 

そこで、②の質問でございます。 

先ほど申しました男女共同参画推進委員会の委員の任期は２年でございます。

メンバーも替わったかとは思いますが、この計画推進に取り組むため、男女共同

参画推進委員会は、この３年間に何回開催されているかをお聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） ご質問の本委員会につきましては、計画策定後、開催はさ

れてございません。 
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○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 多分いろいろ調べてみまして、ないだろうなと思って質問して、

嫌味な質問で申し訳ございません。 

それでは、（２）の項目に移ります。 

ただいまの回答からは、計画はつくったけれども、推進委員会は開催されてな

いとのことです。そこで方向を変えて、③の質問に移ります。申し訳ございませ

ん。 

計画の第１章、１、計画の趣旨に、高森町に暮らす誰もが、自らがなりたい姿

を見つけて実現することや、男女共同参画社会を目指すための施策を、総合的・

計画的に推進していくために、という前文があります。このことは、担当をして

おります役場が、役場を挙げての取り組みを意味していると私はとらえました。 

そこで、役場の役割、言い換えれば、女性活躍社会のための牽引役としての役

場内の男女共同参画の取り組みについて、役場内各課への計画の周知、それから

各課の推進計画はされているのか、お伺いをいたします。 

○議長（岩口友雄君） ③の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 本計画の計画策定の段階では、推進委員の皆さんほか、役

場全課が関わり、策定にも多くの職員が参加をしております。 

また、計画書のそれぞれの項目の施策の展開の「担当課等」という欄があると

おり、その推進にあたっては、記載の各課が取り組んでいくことになっておりま

す。 

申し上げたとおり、策定時点では、役場内で十分に共有されていたと認識をし

ております。しかし、その後の計画のＰＤＣＡが十分にされていないといったの

が実情かと思います。実際に計画に記載されております業務、そういったものは

実際の実務の中ではあるんですけれども、それが男女共同参画計画そのものを

意識して実行しているかというと、そういう状況ではないといったのが実態で

す。 

ただ、計画のＰＤＣＡとは外れてしまいますけれども、社会的には、男女共同

参画ですとか、ジェンダーレス、ＳＤＧｓ、こういったところもございまして、

役場の中でもそういった観点を意識して業務は行っております。 

各課の計画自体に男女共同参画計画に関する取り組みが記載されているもの

は、「子ども・子育て支援事業計画」などに限られておりますけれども、各種計
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画策定の際には、女性委員や女性の視点を取り入れるよう努めてまいります。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいまの答弁で、取り組みは不十分ではあるが、役場内では

取り組んでいる姿もあるというふうにとらえました。 

そこで、（２）番の質問に移らさせていただきます。 

計画の３つの基本目標、先ほど言いました意識づくり、環境づくり、それから

社会づくりについて、残り２年の課題として考えていることは何でしょうか、お

聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） （２）番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） それでは、それぞれの基本目標における残りの課題という

ことで、それぞれお答えさせていただきます。 

まず、基本目標１の男女共同参画の意識づくり、これについての最も大きな課

題は、計画策定時、当時でも課題としておりましたが、男女共同参画に関する男

性・女性の間の意識の乖離ととらえています。 

町民アンケートでも表れておりますが、女性より男性の方が「男女平等である」

と回答した割合が高く、令和５年度で、「男性の方が優遇されている」と感じて

いる割合は、男性より女性の方が 11.4ポイントも高くなっています。 

また、「女性の社会での活躍を妨げているもの」との問いに対して、「女性の家

事」と答えた割合は、男性の方が女性より 14.1ポイントも低くなっています。

つまり、男性の方が男女平等と考えていること、家事が女性の社会での活躍を妨

げている要因としてとらえている女性は多いが、そう感じる男性は女性よりか

なり少ないということです。 

「女性の社会での活躍を妨げているもの」という設問には、職場の男性の理解

が不十分、女性の職業・昇格意識が低いとの選択肢がありますが、これにも男女

間で差があります。 

このように男女間の意識の違いが、最も大きな課題ということで、今後の２年

間では、この意識の差を少しでも埋める取り組みが必要と考えています。 

基本目標２の女性が活躍する環境づくり、ここに関する課題ですが、先ほども

触れたとおり、各種審議会への女性の登用、横ばいの状況です。 

審議会の編成には多くの女性に参加いただくよう働きかけてはいますが、実

際に変化はないという状況で、一つには、女性がそのような会議に参加しづらい
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環境が課題というふうにとらえております。 

役場としては、職員がキャリアアップを目指せる研修の場、休暇制度の充実だ

けでなく、係長、課長などへの登用を男女関係なく進めておりますが、参加しや

すい環境づくりというものに取り組んでいく必要があるととらえています。 

基本目標３の安心・安全な社会づくり、これにつきましては、ここに記載され

ている多くのところが、まちづくりプランのまちづくりそのものという部分も

ございまして、町民全体への取り組みとして現在も推進しております。それぞれ

の課題はございますが、引き続き、まちづくりプランと連動しながら推進をして

いくというふうにいたします。 

全体基本目標３つの総括とすれば、施策の取り組みや進行管理が十分にでき

てこなかったことが大きな課題であります。 

推進する行政としてのその点を十分に反省し、残りの２年間で改めて計画に

沿って推進してまいりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 簡単に言えば、計画に従って施策を行っていく取り組みの不足

がややあるかなあという回答だったというふうに思います。 

残り２年、今お答えをいただいた課題に向かって、ご努力をいただくようにお

願いをいたします。 

次の①の質問です。 

３つの基本目標の意識づくりでは、その具体的目標において、意識の啓発・教

育・学習の推進を挙げておられます。 

その具体的な進捗状況について、お伺いをいたします。 

○議長（岩口友雄君） ①の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） この分野の具体的な取り組みとしては、年１回ではありま

すが、男女共同参画をテーマにした講演会を継続して実施してきております。今

年の１月 27日には、県の男女共同参画センター「あいとぴあ」との共催で、「フ

ィンランドから学ぶウェルビーイング」と題し、長野県中野市出身で、フィンラ

ンド大使館にご勤務されている、堀内都喜子先生にご講演をいただいておりま

す。 

また、「あったかてらす」では、「パパとあそぼう」という子育て講座を偶数月

に１回開催、出産を控えた方向けのゆりかごの子育て教室「ゆりかご広場」は、
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母親だけではなく、父親や祖父母になる皆さんにも参加していただいておりま

す。 

こういった個々の取り組みを実施しているといった状況になります。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 先ほど課題として挙がっておりました男女間の意識の乖離、こ

の部分を埋めていく施策について、本年度以降、取り組んでいただきたいと思い

ます。 

今の質問についてですが、情報発信については、あったかもりやケーブルテレ

ビ、また、いま盛んに使われております町のＬＩＮＥを活用することも良いこと

だと思います。 

今お話のありました学習については、オンラインでの講習会も開催されまし

たが、それらを継続していくようお願いをいたしたいと思います。 

また、子どもの時から男女共同参画を意識化するために、小中学校での出前授

業も考えられます。 

残り２年で今まで以上の積極的な、また多様な取り組みをお願いをいたしま

す。 

続いて、②の質問ですが、基本目標の②、環境づくりについてです。この環境

づくりについては、３つの基本目標の中で、すぐにでも実践に結びつけることが

できる項目だと思います。 

令和３年３月に、高森町男女共同参画計画が作成された当時、先ほどのお話に

もありましたように、役場内の女性職員が、女性の立場から職場について、それ

ぞれの意見を出し合う集まりがあったとお聞きをいたしました。現在は決まっ

たことは実施されてないようですが。 

そこで、男女の意見が反映されるまちづくり、女性の意見を取り入れた職場づ

くりに役場が率先して取り組み、発信していくことは、町民にとっての意識づく

りにもつながります。以前の女性職員の意見を反映する役場内のシステムのよ

うなものを再構築して、役場内の女性の働きやすい職場をつくることで、男女共

同参画への町の本気度を町民に示すことができると思いますが、いかがでしょ

うか。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） いま議員がご紹介いただきました、役場の女性職員のみに



－140－ 

よるさまざまなまちづくり、あるいは役場の環境を考える会というものは、いま

具体的には実施はされておりません。 

今回の男女共同参画を策定した同じくらいの時期からなんですが、現在、役場

の課長のみによる庁内会議というものを実施をしております。これは、若手職員

や年の高い職員、年齢に関係なく、また役職の違いに関係なく、また女性のみの

意見を反映することではなくて、高森町役場で働く誰もが働きやすく、意見を言

いやすい取り組みとして実施をしております。 

この会議については、まず一つが、各課の課題ですとか、町長ほか理事者へ協

議する内容の事前打ち合わせ、こういったものもテーマにしておるんですが、こ

の会議の大きな目的の一つに、職員からの提案、意見を協議するというものを設

けております。 

職員と各課長が連携を密にした上で、この会議で共有を図り、改善に取り組む

と、つなげるといった取り組みを、この計画を意識したわけではありませんが、

ちょうど同じ頃からそういった仕組みを始めております。 

職員の提案を踏まえて、職場の環境改善や事務の流れの改善、電子決裁のやり

方とかそういった細かいところも含めまして、例えば、あるいはトイレの手洗い

の水とかお湯の検討とか、実施に至ったもの、至っていないものいろいろありま

すけれども、そういったものも話し合いをしております。 

先ほど議員から紹介いただきました女性のグループの取り組みでは、例えば、

休憩室を設置したり、宿直を廃止したりといったような話もありますけれども、

引き続き、いま申し上げた課長のみによる会議を継続、充実させていきながら、

女性だけではなく、働く誰もが意見提案できる、そういった仕組みをつくり、推

進してまいりたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございました。 

今の回答について、意見を述べさせていただければ、ぜひ女性課長のみの会議

ではなく、年に１回でも結構ですので、女性職員も参加して話し合いができれば

いいなあというふうに思いました。 

さらに③の質問をいたします。 

現在、福祉センターの建て替えに向けて、公民館の改修が進められてきていま

す。なから終わったようで、だいぶすっきりしてまいりましたが、その公民館の

改修で私が注目いたしましたのは、女性トイレの増設でございます。些細なこと
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であるかもしれませんが、男女共同参画に向けての環境づくりのすばらしい、そ

して大きな取り組みであると思いました。 

この流れを大切にしていただいて、現在、計画を進めております福祉センター

の建て替えに関わり、建物のＺＥＢ化とともに、十分な女性トイレの設置、授乳

室や女性の休憩のできる休憩室というか、保健室というかの設置、女性に配慮す

る施設にすることを検討するよう提案いたしますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 福祉センターの建て替えにつきましては、町民の皆さんに

もご参加いただきながら、検討委員会を組織して内容を話し合ってまいります。

女性も含め、広く利用者からご意見をお聞きして設計に反映させてまいる予定

です。 

いま議員からお話がありましたが、女性に配慮する施設ということですけれ

ども、新しい福祉センターは、完成すれば、向こう数十年利用されていくことに

なります。性多様性ですとか、考え方の多様性、また男女共同参画、そういった

視点ももちろん含んでいかなければ、この先の利用というものもなかなか使い

づらい建物になってしまいますので、今のご提案も含めてきちんと話し合いを

して、未来永劫、利用者が快適に使える施設といったところを目指してまいりた

いと思います。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） よろしくお願いをいたします。 

それでは、基本目標の３、安心、安全な社会づくりに関わり、④の質問をいた

します。 

この具体的目標には、安心して暮らせる生活環境の整備、男女間のあらゆる暴

力の根絶、この２つが挙げられております。 

１の安心して暮らせる生活環境の整備では、推進項目として、子育て、健康寿

命、福祉サービス、地域防災の４項目がございます。これらの施策については、

先ほど話にも出ましたが、「あったかてらす」の取り組み、健康福祉課で実施し

ていただいております老人福祉施策、または総務課の防災士の育成などが、高森

町の施策が順調に進められ、効果も上がってきていると私は考えております。 

一方、２の男女間のあらゆる暴力の根絶についてはどうでしょうか。 

過日、町営住宅の入居資格について、項目も上がりました。ここでは取り上げ
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ませんが、そこでの、この２の施策の展開では、男女間の暴力や児童虐待を許さ

ない意識づくり、ハラスメントなどの防止対策を推進するというのが挙げられ

ております。そして、この担当課としては、総務課、教育委員会、産業課、健康

福祉課となっています。このほかも縦も関係はしてくるわけですが、ここでの推

進項目１では、男女間の暴力や児童虐待を許さない意識づくりで、意識を高める

啓発、相談体制の整備、支援体制の整備の３項目で、推進項目２では、ハラスメ

ント防止対策で、意識啓発の１項目が挙げられております。相談体制や支援体制

については、活用されているか否かは別として、高森町では考えられた体制が構

築されていると考えております。 

また、人権擁護委員の皆さんの相談会の開催などもあります。 

一方、意識啓発についての動きが見えません。 

男女間の暴力や、過去最高と報道された児童虐待防止やセクハラ・パワハラ防

止のための意識啓発の具体をお聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） いま議員からお話しいただいたとおり、事案に対する早期

対応など、例えば、ＤＶや児童虐待につきましては、関係課や県などと連携して、

速やかに対応はしてございます。 

ただ、その前段の中で、そもそもそういった行動はいけないと、当たり前なん

ですが、その啓発という部分では、相談窓口の紹介ですとか、キャンペーンのＰ

Ｒ、そういったところにとどまっている部分もございます。 

一つ、具体的な取り組みを申し上げれば、例えば、こども家庭庁の児童相談虐

待対応ダイヤル「189」というものがございますけれども、こういったものにつ

きまして、例えば、2022年の「流しそうめんギネスチャレンジ」の際に、役場ス

タッフの中で、町長はじめ役場スタッフを中心に、その流しそうめんを使って

「189」のＰＲ動画を作成して、インターネット等で配信をさせていただきまし

た。それ以外でも、各課が独自でその「189」のＰＲ動画を作成して、啓発に取

り組んだこともございます。 

また、役場職員向けになりますけれども、顧問弁護士によるハラスメント防止

研修といったものを不定期でも開催をしております。 

ただ、議員がおっしゃったとおり、町民や町内事業所に対する意識啓発という

その部分は、十分と言えない状況かと認識をしております。 
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○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 役場では取り組みを進めていただいておられることがわかりま

した。 

男女間の暴力や児童虐待、またセクハラ・パワハラはいけないことだと、常識

にはなっていますので、改めて啓発といっても、取り組みが緩慢になってしまう

傾向があるのではないかと思います。 

しかし、最近の報道でもわかるように、これらは日本中で起きています。役場

だけでなく、いま一度、町民に対する啓発について、関係する担当課でご検討い

ただくようにお願いをいたします。 

続いて、（３）の質問です。 

先ほどから質問しているように、私は、令和６年度・７年度に「女性が働きや

すい高森町」をつくるための取り組みを加速させる必要があると考えておりま

す。 

それに関わって、今後の施策についてのお考えがありましたら、お答え願いま

す。 

○議長（岩口友雄君） （３）番の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、産業課の方からお答えをさせていただきます。 

性別に限らず、男女という性別の区分に限らず、多様な自己認識を持つ方や、

固有の障がいといった状況を持たれる方々にとって、働きやすい環境を整える

ということは、人口減による労働力減少を和らげる、地域の経済を支えることに

もつながるのではないかと考えております。 

ただ、この実現には、事業主の皆さま、経営者の皆さまのご理解の下に、それ

ぞれの経営上のバランスを取って進められることが必要となります。例えば、こ

こ３年間の経営者向けアンケートの結果を上げてみますと、育児、「職場として

育児・介護支援に取り組んでいる」といったお答えをしていただく事業者の皆さ

まは、およそ 50％前後で、この３年間で特に横ばいという状況でございます。 

ですので、一定程度の皆さまには取り組まれているんですけれども、拡大もし

ていない、浸透もしていないといった状況かというふうに見ております。 

また、ほかの設問では、挙げていただいております「女性の継続就業、お仕事

を続けていただくといった対策に取り組んでいる」といったお答えをいただい

ておりますのは、令和３年度におきまして 39％の皆さまであったものが、令和
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５年度には 53％、半数を超える皆さまから同様のお答えをしていただいており

ます。 

ただ、これには一方で、現在の労働力不足といいますか、その雇用者を確保す

るためにも、現在のお勤めいただいている方々を継続してお勤めいただけるよ

うな意識が高まっているといった面もあるのではないかと推量しているところ

です。 

この一方で、お仕事に就くということだけをとらまえて申し上げますと、「あ

ったかてらす」で従来行ってまいりました女性のための就業相談、女性に限らず

ですけれども、就業相談につきましては、この２年度間で 70件以上のご相談を

受けながら、実際に就職に至ったという報告、すべての方がご報告いただいてお

るわけではないというふうに考えておりますので、ご報告までしてくださった

方々も何件かあったというふうにいただいて、報告をいただいております。 

このコロナ禍当初、始めた最初は、コロナ禍当初の事業収縮、事業が縮まるこ

とから、懸念された求人数の冷え込みなど状況が想定されたものでありました

けれども、それらの状況は大きく変化し、製造業を中心に有効求人倍率は現在も

1.4倍を上回っており、就職への障害といいますか、ハードルは下がってきてい

ると判断をしまして、この「あったかてらす」での就業相談といったものは、本

年度末をもっていったん終了させていただくということで予定をしております。 

ただ、従来も設けてまいりました「あったかてらす」での情報掲示板などを通

じました、例えば、ハローワークなどの求人情報の開示ですとか、県などで行っ

ております就職セミナーなどの会場の提供であったり、お知らせであったりを

継続しながら、働きたい仕事・働きやすい職場探しを支援してまいる。また、各

事業者の状況を把握しながら、それぞれの事業所において働きやすい職場につ

いて、認識を深めていただくその学習会・セミナーといったものも重ねていくこ

とが必要ではないかと考えているところです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ①の質問に対する答えもだいぶ入っていたような気がします。 

通告しておりますので、最後の①の質問に入ります。 

町内企業また農業の女性が働きやすい職場環境を整えるためには、商工会や

農協団体との連携をすることが近道だと思います。今お話に、野沢課長からお話

がありましたように、アンケート等も利用して考えていただいているようであ
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ります。また、事業者や町民を集めての講演会や学習会を開催することもよいか

と思います。 

令和６年度・７年度にこれらの施策を実施するように提案したいと思います

が、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご提案いただきまして、ありがとうございます。 

先ほど総務課長の答弁の中で触れていただきました、１月 27日に開催しまし

た学習会、オンライン開催であったこと、また周知不足が至らなかったことなど

により、参加いただいた方は、人数としては多くはなかったわけでありますけれ

ども、誰もが生き生きと生活できる社会づくりのため、フィンランドでの進め方

といったご紹介はとても参考となりました。幸福度ランキグ６年連続１位、ＳＤ

Ｇｓ達成度３年連続１位であるフィンランドでは、人が一番の資源として、性別

や年齢に関係なく能力を発揮できる社会をつくり、今や 30代女性が政界で活躍、

政治の世界で活躍されることは珍しくない。また、父親の育休取得率は８割、コ

ロナ前から柔軟な働き方やＤＸ、リスキングを積極的に取り入れ、効率やウェル

ビーイングを追求した少子高齢化人材不足の課題に対応しているといった実例

をご紹介いただいたところであります。 

このようなフィンランドの取り組みが、すぐ高森町、当町において活かせるわ

けではありませんけれども、こういったお話をより多くの皆さまにお届けし、お

聴きいただきたいということから、新年度、令和６年度の５月には、高森町で単

独のご講演をいただく機会を計画させていただいておるところでございます。 

これらの開催にあたって、事業者の皆さまへも、商工会など団体を通じ、また、

もし可能であれば、働く皆さまへもご紹介をさせていただきながら、皆さま、大

勢の皆さまで聴講しながら、連携して働く場所での意識醸成につながっていけ

ばと考えているところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございました。 

私も同じ講演を聴かせていただきましたが、非常に良い講演だったので、今の

町の来年度の５月の取り組みは良い方向だと思います。 

高森町は、今までつくり上げてきた老人福祉の町、子育ての町、これに加えて、
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女性が働きやすい、女性が輝く町、こういう高森町をつくっていくよう、町政に

期待をしながら、一般質問を終わりにします。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を１時といたします。 

 

休 憩  午前１１時５０分 

再 開  午後 １時００分 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告５番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ６番、佐々木 昌議員。 

○６番（佐々木 昌君） 議員ナンバー６番、佐々木 昌です。 

質問通告に従い、一般質問をいたします。 

質問事項ですが、地域再生計画と多目的運動場の活用について、ということで

ありますが、今回の質問は、教育委員会の出しました地域再生計画というこの計

画をほとんど採用しております。これで構成しておりますので、前半の部分は特

にそういうことでよろしくお願いいたします。 

それでは、（１）番に移ります。 

高森町スポーツコミッション（高森町ＳＣ)の設立時期と構成団体についてと

いうことでありますが、これにつきましては、山吹多目的運動場、クラブハウス

建設への地方創生拠点事業の交付金を得るための説明の中で、当町の魅力を活

かした新たなスポーツ体験型の付加価値を考案、発信するスポーツコミッショ

ンを設立するということで、商工観光や本町のアウトドアスポーツ等の情報取

得、発信を一元化して、攻めの誘客として事業展開の実現を図るため、スポーツ

と地域資源を掛け合わせた取り組みにより、交流人口を徐々に増加させるとい

う中からこの計画が出てきております。 

それで、この地域の再生計画の目標にありますところのスポーツコミッショ

ンの構成団体については、ここに書いてありますように、体育協会、スポーツ推

進委員、サッカー協会等の団体、スポーツ少年団、商工会、観光協会、かわまち

づくり協議会、周辺商業施設、宿泊業者、近隣大学、小中学校、高校、プロスポ

ーツチーム、町関係課、最後に、公民館ほかと列挙していますが、設立の時期及

び中心的な構成団体はどうなっているのか、伺います。 
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○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） スポーツコミッションの設立時期でありますが、

設置条例制定や指定管理者制度導入と同時期と考えております。今の時点では、

早ければですが、９月議会に条例を議案として提出し、10 月から供用開始をし

たいというふうに考えております。そのときにはある程度の形をお示しする必

要があると考えております。 

なお、中心的な構成団体についてですが、ご質問にある各団体が連携を図り、

スポーツコミッションを構成するものと考えています。 

今の時点では、今後、施設のところを含めてですが、今後決定する指定管理者

がその運営主体となるのか、そもそもスポーツコミッションに属するどこかの

団体が中心になるのか、その点も含めまして、先進自治体の取り組みを研究して

います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、①番の質問に移ります。 

指定管理者の予定は松本山雅ＳＣ南信となっています。一方、地域再生計画で

は、事業実施主体は高森町ＳＣとなっています。実際の運営はどのようになって

いくのか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 指定管理者についてですが、松本山雅ＳＣ南信

は担い手となり得る候補者の一つというふうに考えておりますが、指定管理者

を決める際には、具体的な提案を求め、審査等を行い、決定してまいります。 

先ほどの説明にも少しかぶりますが、クラブハウス、サッカー場の指定管理者

がスポーツコミッションの中心となることが望ましいと考えておりますが、必

ずしも指定管理者とスポーツコミッションの中心組織が同じになるというふう

に決定しているわけではありません。 

スポーツコミッションでは、クラブハウス、サッカー場、かわまちを中心に、

観光やプロスポーツチームと連携した新たなスポーツ・文化の事業の展開を見

据え、検討中であります。 

指定管理者ですが、ハード面の施設管理も含めながら、施設の利用促進や周辺
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の賑わいの創出、それらを通じての町スポーツ施策の充実を進めるための企画

も行うこととなります。 

その企画等に対して、指定管理者と一緒に実践し、具体化していくのが、高森

町スポーツコミッションという位置づけで考えております。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、②番の方に入ります。 

地域再生計画には、施設利用種目として挙げられているのは、アウトドアスポ

ーツ、サッカー、フットサル、テニス、ニュースポーツ、ウォーキング、ジョギ

ングなどの言葉が挙がっています。高森町の社会体育の歴史の中でとりわけ公

民館がニュースポーツとして普及、それで成功してきた、ラージ卓球、ソフトバ

レーボール、スローピッチソフトボール、ペタンクなどもありますが、公民館が

担ってきたスポーツや健康づくり、地域のコミュニティ促進も併せてどのよう

に発展させていくのか、考えを問います。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 公民館活動が担ってきた生涯スポーツを用いた

地域コミュニティ活動の推進は、引き続き公民館で実施してまいります。 

ただし、時代とともに、町民運動会や分館対抗スポーツ大会などは、選手を集

める苦労、そして事業数の多さが住民負担となるというご意見をお聞きする中

で、町全体で行うことに一定の成果を果たしたというふうにとらえまして、縮小

してまいった経過がございます。 

その一つ、盆野球の開催も、現在、主催は野球連盟の方にお願いしているとい

う状況になっております。 

一方で、大事にしたいのは、公民館の方では、その公民館本館がすべてを行う

というのが目的ではなくて、地域でニュースポーツなどを通じて、コミュニティ

活動が盛んに行われているというところを一番大事であると考えているため、

今後も支館・分館での大切なコミュニティ活動が実施されるよう視野に推進を

してまいります。 

なお、会場の活用方法としては、公民館が今まで行ってきたニュースポーツな

どを、クラブハウスやサッカー場などを用いて実施するということは十分考え

られると思います。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、③番の質問に移ります。 

町内の公的な施設である町民体育館はじめ、学校開放条例による中学校の体

育館・南北小学校の体育館の開放の利用がありますが、多目的運動場の活用との

関連を問います。 

併せて、多目的運動場の使用料金設定について、町民と町外者とではどのよう

に設定していくのかを伺います。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 多目的運動場、サッカー場ですが、近年の国内、

あとは近隣の町村などの動きも見てございますが、基本的には、利用料について

は、受益者負担をしていただく施設として検討中ですが、多目的運動場、サッカ

ー場の運営を実施する中で、併せて既存の、例えば、町民体育館施設の開放方法

と利用料金なども検討していきたいというふうには考えてございます。 

なお、多目的運動場の料金設定についてですが、町民料金と町外者料金を設定

することも現在検討しております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ④番の質問に移ります。 

この計画の中の「スポーツ×健康」において、障がい者や高齢者が活用しやす

い施設にするよう考えるべきではないかと思いますが、さらにまた、「スポーツ

×観光」「スポーツ×産業」の具体的なイベントや企画をどのように今の時点で

考えているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 障がい者や高齢者が活用しやすい事業も含める

べきというふうに考えておりますが、あそこのクラブハウスやサッカー場の部

分ですね、その部分は、障がい者の皆さんや高齢者専用の施設、専用の施設とい

うふうには考えてはいません。 

多目的運動場のトイレについては、段差はすべて解消してバリアフリーにな

っておりますが、高齢者の皆さんや障がい者の皆さんのいわゆる専用の多目的

トイレがないということは、課題の一つというふうになっております。 
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ただし、実施するイベントや教室にて、先ほどの障がい者の皆さんや高齢者の

皆さんの対象者の事業というのも展開していきたいというふうに考えておりま

す。 

なお、すべてこのあそこの山吹のあの施設の中で、「スポーツ×健康」という、

それを担うというよりは、町全体としてこれを推進していくという考えも持っ

ております。実際、当町の教育委員の熊谷昌治委員のご協力のもと、車椅子バス

ケット体験会などは、既に町民体育館にて開催したというような実績もござい

ます。 

「スポーツ×観光」「スポーツ×産業」につきましては、先ほどのスポーツコ

ミッションや民間企業による収益を伴うイベント実施等を考えております。サ

ッカーやバスケットボール、アーバンスポーツ、ｅスポーツなどの集客イベント

に併せて、その会場の周りで、いわゆるマルシェなどの要素も組み込み、スポー

ツをきっかけとした産業事業の展開というのを、今のところでは見据えており

ます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、（１）の最後の質問⑤番です。 

多目的運動場（クラブハウス）の開設について、飯田市や北部４町村などの評

判とか受け止め、そういうものはどうでしょうか。聞こえてきておる点について

ありましたらお願いします。 

○議長（岩口友雄君） ⑤番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） まだあの施設自体は広く供用開始していないた

め、いわゆる行政ですね、周りの市町村、行政の方から具体的な反応というのは

ございませんが、サッカー場を含めた施設の利用については、興味を示していた

だいているというふうに考えております。 

なお、飯田市や北部４町村にあるいわゆる住民の皆さん、各種スポーツ団体の

皆様からは、「早く使用したい」「早く使用できるように」というお声を多くいた

だいております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、（２）番の方に移ります。 
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ｅスポーツは、地域再生計画には、これを見ると上がっていないように見える

んですが、いつの段階で、どのような理由で、誰が提案してきたのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） （２）番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 地域再生計画の中では、具体的にｅスポーツと

いうのは明記しておりませんが、この地域再生計画に基づいて、いわゆる共同検

討者ということで私たちは説明してまいりました、先ほど名前も出ましたが、一

般社団法人松本山雅ＳＣ南信さんより提出していただいた運営案の中で、ｅス

ポーツの導入について提案を受けてきたという経過がございます。 

先ほどの質問の中でもご説明しましたが、地域再生計画の中では、「スポーツ

×健康」「スポーツ×観光」「スポーツ×産業」を掲げております。全国の自治体

によるｅスポーツの取り組みを見ますと、まさにこのｅスポーツというのは、

「スポーツ×健康」「スポーツ×観光」「スポーツ×産業」を具現化する手段とし

ては、最も適したものの一つというふうに考えています。このような経過から、

今年度、ｅスポーツを実験的に導入してきたという経過がございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 補足質問をします。 

ｅスポーツというのとスポーツの共通点、それから相違点をお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 一番最初にスポーツという定義のところから入

りますが、相違点というふうに申していいかもしれません。まず、スポーツ、ｅ

スポーツ、両方ともスポーツという言葉が付いておりますが、基本的に、元々私

たちが定義しているスポーツ、いわゆる体を動かして競い合ったりするという

ものですね、もちろんあとは健康増進という部分もありますが、その点とｅスポ

ーツで大きく違うところは、基本的には、ｅスポーツというのは、あくまでも電

子機器、いわゆるゲームと呼ばれるものを用いて、いわゆる競技を行う。そうい

うものを定義しておりますので、まずその点については、スポーツという言葉を

使っておりますが、いわゆるスポーツという点とは、そこは大きく違います。 

共通点を上げるとすれば、まさに今も説明しましたが、競技性という部分にな

ります。一人でコツコツ行うというよりは、みんなで、例えば、得点を競い合う、
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速さを競い合う。もう少し言えば、一緒に仲間となってグループを組んでほかの

グループと対戦するというようなところについては、ほかのいわゆるスポーツ

と呼ばれるところと共通点と、共通性があるというふうにとらえております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、①番に移りたいと思います。 

ｅスポーツとスポーツの違いは、体を動かすか、動かさないかというふうにい

ま受け取ったんですけれども。①番に移ります。 

①番、多目的運動場へはｅスポーツゲーム機は延べ何台設置するのか。設置場

所によっては、その都度設置撤去等の費用の予算化をどの程度考えているのか、

お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 多目的運動場へ町がｅスポーツ機器を設置する

予定というのは現在ありません。ｅスポーツも実施可能となるインターネット

回線の敷設、それに関しては今後も整備していくという考えでいます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ②番へ移ります。 

ｅスポーツについて、費用対効果、ｅスポーツに対する町民の声はどうなのか。

また、町民に推奨する意義についてどう考えるか、お願いします。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 今の高森町において、まだｅスポーツ事業とい

うのは、電子機器の手配や準備にある程度の費用がかかるというふうに考えて

おりますので、町が主体的に進めるには、まだまだ費用対効果への課題・研究と

いうのが必要だというふうに考えております。 

ただ、今回高森町で実施しました３回のいわゆるｅスポーツ体験会ですが、計

３回今まで行っておりますけれども、初めの２回に来ていただいた来場者の方

にアンケ―トを採っておりまして、その中で「満足した」と答えた方が 100％と

いう結果が出てございます。 

また、３回目に参加していただいたいわゆるシニアの皆さんにも満足度のア
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ンケートを採っておりますが、「満足」「少し満足」という方の合計が 87％と、

数字からは良好なご意見をいただいているというふうに考えております。 

ｅスポーツ事業の意義についてですが、自己実現の可能性の一つとして今回

実施したものであります。ただし、ｅスポーツにおいての自己実現という点につ

いては、「なりたい『あなた』」の一つの選択肢であるというふうに考えているた

め、民間事業者からの提案は、一概に排除するものというふうには考えておりま

せん。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ③番に移ります。 

シニア、シルバー世代の手先から脳の活性化、子どもにとっては、居場所のな

い子どもたちがそれで救われているなどの声も聞きますが、ｅスポーツを推奨

して、町民福祉の向上を図っている自治体の例は具体的にはあるでしょうか、お

願いします。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 熊本県美里町でありますが、介護予防やコミュ

ニティの希薄化というような地域課題を解決することを目的に、「ｅスポーツで

いい里づくり事業」というのを行っております。 

群馬県では、全国で自治体唯一の「ｅスポーツ」と付く、「ｅスポーツ」と名

の付く専門部署「ｅスポーツ・クリエイティブ推進課」が 2020年に設置されて

おり、ｅスポーツの特性を活用して「地域創生（ひとづくり、まちづくり、しご

とづくり）」と「群馬のブランド力向上」に取り組んでおります。 

県内ですが、塩尻市では、市の振興公社が令和５年６月に地域ＤＸセンターを

立ち上げまして、その中にｅスポーツ大会に使用できるスペースというのを建

設、整備してまいりました。８月には、親子を対象にｅスポーツ体験会を実施、

また 10月には、この公社が中心となりまして、地元企業や地元の高校と協定を

締結し、その目的なんですが、子どもたちに最先端の技術に触れてもらうと、触

れてもらい、将来を担う人材を育成するということ。そして、もう一つは、認知

症の予防や障がい者が活躍する機会の創出、そして、地域住民の世代間交流促進

などの効果も期待しているというふうにされています。 

なお、学校現場ですが、長野市の長野日大中学校、上田市の丸子修学館高校な
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どでは、地域の高齢者の皆さんと一緒に、認知症予防やフレイル予防として効果

があるとされる太鼓のゲームを通じまして、交流会などが開催されております。 

また、いま文科省が進めております部活動の地域移行の一つの競技として、こ

のｅスポーツというのを検討している自治体も現れております。 

実は、当地域においてですが、今年の秋から冬に、すいません。今年度です。 

今年度の秋から冬に開催されました、南信教育事務所の飯田事務所や、飯伊市

町村教育委員会連絡協議会、そして飯田市のスポーツ協会、下伊那郡の体育協会

が合同で実施した、飯伊地域の部活動の地域移行の実験的な取り組み「エンジョ

イスクエア」という名前で呼ばれていましたが、この中で全部で 23種類あった

スポーツ競技、これは土日に中学校の子どもたちが、いわゆる部活動の代わりに

競技を選べるものですが、その 23あったスポーツ競技の中で、ｅスポーツが一

つ入ってございました。 

また、隣の飯田市になりますけれども、南信州新聞の方で８月８日の記事で取

り上げられておりましたのは、飯田市の三穂公民館は、そもそも公民館の活動の

中で、若い世代の参加が少ないという課題があり、高校生たちにその解決方法を

考えてもらったところ、その一つがｅスポーツだったと。若い世代からは、実際

それを行ったところ、若い世代からは好評だったことに加えて、注目すべき点は、

高齢者の皆さんにも高い評価を得たという結果が出ているということです。 

また、その後の飯田市のまちづくり懇談会の中では、コミュニケーションツー

ルとしての効果に加えて、フレイル予防等への期待が話題として出ていたとい

うふうに聞いております。 

当町においても、先ほどご説明しましたが、３月２日に実施した体験会におい

て、シニアクラブの皆さんと連携しながら、いわゆるカテゴリーの中のシニアの

部というものをつくりまして、体験をしていただく機会をつくりました。中には、

いわゆる２日目の体験会の際に顔を出してくださるシニアの方もいらっしゃっ

て、異世代交流とか健康という側面においても十分可能性があるというふうに、

教育委員会事務局では考えております。 

また、最近のニュースですが、神奈川県の県知事が、ｅスポーツを認知症予防

に積極的に活用していくという意向を県議会にて説明しているという経過もご

ざいます。 

今後はこのような広がりの中から、ｅスポーツと、いわゆる認知症予防やフレ

イル予防との関連性のエビデンスというのが蓄積されていくのではないかなと
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いうふうに思っており、それに期待をしているというところになります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、④番に移ります。 

ｅスポーツがもたらす、子どもたちや町民への健康上や経済的なデメリット

への対策も必要ではないかと思います。ｅスポーツについてのこれまでの町教

育委員会の考えは、ｅスポーツはスポーツでなく、スポーツ拠点の利用促進のた

めに進めるとなっているという説明を委員会で聞きました。 

中学校のいわゆる体育指導要領とか、小学校もそうだと思いますが、いわゆる

体育という面では、ｅスポーツはまだスポーツとしては載ってこない段階であ

ります。 

また、ｅスポーツを普及している社会の中では、よく言われていますが、ドラ

イアイとか腱鞘炎とか、不眠症などの精神障害、これはうんとよくやる衆だと思

うんですけれども、健康に対するデメリットも報告をされております。 

行政的に、大々的に、ほかの自治体もそうだと思いますが、ｅスポーツを取り

入れるという方針をとる以上、ほかのスポーツと同じように、いろいろなスポー

ツでのやり方、スポーツカウンセラー、スポーツドクターが付いてやるように、

メリットとともにデメリットに対する、いわゆる公的なその対応策についても、

それは家庭のせいだとか、プレイヤーの責任だとか、そんなようなふうではなく

て、行政側からきちんとそういうような指導的なパンフレットやマニュアルの

対策も必要ではないかと思いますが、そういう指導も必要ではないかと思いま

すが、どうでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） ｅスポーツがもたらす、子どもたちや町民の皆

さんへの健康や経済的なデメリットという課題があるということは把握はして

おります。例えばですが、文科省から出ている分析資料、これは平成 29年と 30

年の全国体力・運動能力、運動習慣等調査になりますが、この調査分析した中で

も、テレビやゲームの視聴時間の長さと体力に負の相関があるというような分

析が出ております。 

あと、経済的なという点になりますのは、一つの面として、最近では若者のＳ

ＮＳやスマホゲームからの課金トラブルというものは、国民生活センターの調
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査によると、年々増加傾向になっているというのは否めないところかと思いま

す。 

高森町教育委員会では、今回のｅスポーツより前ですが、いわゆるＧＩＧＡス

クール構想がスタートした際に、「高森町ＩＣＴ教育サイト」という特設サイト

を設けまして、ＩＣＴ教育指導員の先生と学校の協力のもと、「高森町タブレッ

トの使い方のきまり」、そして各校のタブレット持ち帰りルールを作成、公開を

しております。その中で、情報モラル面や健康面について、配慮した使い方をす

るように提示しております。当時ですが、保護者の皆さまには、コロナ禍という

こともございまして、ＵＲＬ等を送信して共有をしてございます。現在も、高森

町の公式ホームページから子育てサイトに入っていただいて、下の方を見てい

きますと、バナーがありまして、それに高森町ＩＣＴ教育サイトというものがご

ざいますので、またご確認いただければと思います。 

なお、当時になりますが、コロナ禍においてですが、保護者向けのモバイルル

ーターの使い方説明会の中で、文科省が提示します「児童生徒の健康に留意して

ＩＣＴを活用するためのガイドブック」の資料を用いまして、先ほどと同様にタ

ブレットを使う際の姿勢、距離、そして使用時間等について説明を行ってござい

ます。 

なお、今から３年前になりますが、専門家、いわゆる情報モラル教育の専門家

の方をお招きしまして、小中学生対象の情報モラル学習を３校で実施した経過

もございます。 

また、これはちょっと古い話になりますが、８年前になります。当時のＰＴＡ

の皆さんが中心となりまして、「みんなで守ろう高森町ネットルール」というも

のを作成していただき、現在、これは町の公式ホームページの中でも公開をさせ

ていただいております。 

なお、高森中学校においてですが、平成 20年に、生徒会が「いじめのない学

校」を目指して「小原ケ丘憲法」を制定しましたが、その 10年後の平成 30 年

には、ＳＮＳの利用も増えてきたことから、第４条目に「ＳＮＳに人を不快させ

ることを書いてはならない」の一文を加えています。 

また、先ほど説明しました第３回ｅスポーツ体験会の中でも、開会式のあいさ

つの中では、教育長から、楽しく行うにはルールを守ること、そして大会運営事

務局からも、司会の方から、けじめや勉強とのバランスということについて注意

喚起をさせていただいております。 
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このとおり、当町では、教育委員会での取り組みに加えて、学校やＰＴＡの皆

さんによる主体的な動きも今まで出ております。もちろんこれ以降ですが、各校

では、ＰＴＡ講演会の中や授業ですが、継続的に子どもたちに対して、情報モラ

ル等について学ぶ機会というのをつくってございます。 

教育委員会としては、これらを中心に、引き続き啓発等を行ってまいります。 

ただし、このように動いても、一方でトラブルが起きているというのは事実で

ありますが、この点について、議員より教育委員会からの指導的な対策というも

のが出ておりましたが、やはり最後にはご家庭の理解、ご協力というものが不可

欠というふうに私たちは考えております。 

教育委員会とすれば、先ほども説明しましたが、働きかけというのは、今後も

十分行ってまいりますが、ｅスポーツをはじめ、ゲームや情報機器端末の扱いに

ついては、あくまでも最後はご家庭の責任の中で、行っていただくものというふ

うに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 過熱のこの流れの中では、どうしても問題が起こりやすいの

で、ぜひ個人任せにしないで、継続的にそういった指導的なＰＲをお願いしたい

と思います。 

それでは、（３）番に移ります。 

多目的運動場の条例の設置の日程を、先ほど聞きましたけれど、繰り返しにな

りますが、よろしくお願いします。詳しく。 

○議長（岩口友雄君） （３）番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 多目的運動場についてですが、既に令和５年の

６月のときに、定例会に議案として提出しておりまして、議決いただいており、

既に施行をしているという状態になっております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、①番です。 

高森町スポーツコミッションの検討結果、日程は先ほど聞きましたが、検討結

果は、今回のこの条例に、いわゆる使用料等も含めて反映されるかどうか、お伺

いします。 



－158－ 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） スポーツコミッションやその検討結果を条例に

逐次反映されるかということですが、現在、工事を進めておりますサッカー場の

完成後に合わせて、先ほどの質問の方でもお答えしましたが、料金設定等を含め

た条例というのを検討をしてございます。 

なお、スポーツコミッションというのは、説明してきましたとおり、いわゆる

町のスポーツ施策を一緒にやっていただくという実行部隊というふうに考えて

いただければと思います。 

この点については、先ほどの新たな条例や指定管理業務に関する協定の中で、

今の時点で、どこまで明記するかというのは、まだ研究、検討中でございますが、

指定管理者に対して、スポーツコミッションとの連携やマネジメントというの

は、お願いしていくということになるかなというふうに思っております。 

いずれにしても、条例制定や指定管理者の指定については、議会の議決が必要

なものとなっております。制定や指定の際には、また、それから変更があった場

合は、地方自治法の方に基づいて、議案としてしっかり提出させていただき、説

明の方をしてまいりたいと思いますのでお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 以上で私の質問を終わりたいと思いますが、この質問、今ま

でやってきた質問の趣旨というのは、町のちまたの皆さんのこの平素な言葉で

聞くというと、ゲームのパチンコ屋さんだけど、ゲーム場の跡地を借りた形であ

あいうように始めて、果たしてほんとにそれがうまくいくのかというような、そ

ういうような声を聞きます。それが、ここに書いてあるように、地域スポーツの

コミュニティの推進とか、ほんとにそういうふうになっていくかどうか。そうい

う点はまだまだ私自身不安があります。地域の皆さんもそういうふうな疑問を

まだまだ持っておりますので、ぜひそこら辺のところをしっかり踏まえて、真摯

なちゃんとしたスポーツのできる、健康づくりのできる、そういう事業になるよ

うに取り組んでいただきたいということをお願いしまして、私の質問を終わり

ます。 

 

◇ 通告６番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ９番、原 敏明議員。 
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○９番（原 敏明君） ９番、原 敏明です。 

通告に基づいて、法面の草刈りを考える、ということで伺ってまいります。 

近年、高齢化に伴い、法面や圃場などの草が目立ってきています。大きな負担

に、管理者にとって大きな負担になってきています。幹線道路などの草刈りは業

者に任されています。また、そのほかの道路は、地域の方が草刈りを行っていま

す。どちらにしても草刈りの安全ということが必要だと思うわけであります。そ

ういう点で、これからの道路を設置する上では、草刈りのやり方について、考え

ながら造っていく必要があるんじゃないかと思うわけであります。 

道路の草刈りについては、押して歩く草刈り機もありますし、乗用の草刈り機

もあります。また、トラクターなどでアームを使って草刈りをするという方法も

あります。それぞれの草刈りによって土手の形状が変わってくるわけでありま

す。また、最近では、草刈りをしなくてもいいように、被覆植物を植えるという

造り方もあります。 

ここにありますように、刈払機で、私は刈払機での草刈りを最初考えて、質問

を考えてまいりましたが、刈払機で草刈りする場合には、中段に小段を設けて足

場を確保するというようなことが必要だと思うわけであります。しかし、その草

刈りの仕方によって、中段に小段がない方がいいというようなこともあります。 

ですから、最初にどんな方法で草を刈ったり、その法面を維持していくのかと

いうことを考えながら、計画を立てていく必要があるんじゃないかと思うんで

すが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 議員ご指摘のとおり、町内幹線道路であります広域農道、

上段道路、湯ヶ洞線等につきましては、民間事業者へ草刈り等業務を委託してお

りますが、それ以外の生活道路や赤線等につきましては、町民や地域の皆さまの

ご協力により、地先の草刈り等を実施していただいているところでございます。 

町では、平成 25年から「町所有の道路敷地、水路敷地等の除草に関する取扱

い」に関する内規を整備しており、この地先の草刈りに際し、法面の面積が概ね

300平方メートル以上、300平米以上、かつ勾配が 30度以上あって、該当する区

長から要望があった範囲については、町で民間事業者等へ委託するといった、そ

ういった取り組みも行っておりますので、またご活用をいただければというふ

うに思います。 
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さて、高齢化等を背景に、草刈りを考慮した道路設計を考えているか、とのご

質問でございますが、現時点ではそのような設計思想をもって道路設計を行っ

てはおりません。 

道路設計時におきましては、原則、経済性を優先し、法面は土羽構造としてお

りますが、用地に制約がある場合、また地権者からの要望がある場合には、擁壁

やブロック積といった構造物で施工するものとしております。 

いずれの土羽部分につきましても、「長野県土木事業設計基準」に基づき、盛

土の場合は１:1.5、切土の場合は１:1.2 の法面勾配といたしているところでご

ざいます。 

各圃場の地権者の将来の除草方法を考慮して設計を行うということは、現実

的ではないと思いますし、足場確保のための小段等を設けるということは、用地

買収の面積にも影響を及ぼすことにもなりますので、こちらもなかなか難しい

のではないかというふうに思います。 

一方、被覆植物の造成につきましては、他自治体の現状ですとか、費用対効果

等を含めまして、道路設計指導をいただいております長野県土木技術センター

さんの意見もお聞きをしながら、今後研究をしたいというふうに考えておりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

これからお聞きする中にもあるんですが、農地の、個人で農地をやる場合には

付けた方がいいだろうという、その農地の圃場整備になんかについては、そうい

うことがいま言われておりまして、高森では、構造改善をやったときには、そう

いう土手は造ってありませんけれども、もうずっと昔ですけれども、栄村なんか

がやったときには、そういう管理のことも考えて中段・小段が造られた、そうい

うようなふうにお聞きしています。 

やはりものを造るときには、やっぱり管理をする、経済的なこともありますけ

れども、やっぱり管理して一つのものだと思うので、管理をすることも前提にし

て計画を立てていく必要がこれからはあるんだというふうに思いますが、それ

でも考えていかれないんでしょうか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 
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○建設課長（多田井 素君） 今お答えをしたとおりでございますので、基準に基づい

ていま行っております。 

今後、長い経年の中で、そういった小段を設けるとか、安全性を確保するとか、

そういった設計基準が変更になるということであれば、当町もそういった基準

に基づく道路設計を行っていくものではないかなあというふうに考えておりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） ①に移ります。 

そういう観点だと、回答もあれですが、既存の道路においても、壁なんかの法

先なんかについて、小段を造ってないと、草を刈るのに怖くて行けないというよ

うなこともあるわけですが、老齢化して私たちも、もう先には草を刈るのは怖く

て仕方がないという形で、法先を設けてほしいなあと思うんですが、そういうよ

うなことを今後考えていかないと、草刈りをもうできない、しないという方向に

移っていってしまうんじゃないかということで、何らかの、ここに提案していま

すように、段差２メートル、少なくとも道路から始めて、私は次のあれに移って

いきたいと思うんですが、全く、作業者の安全という面から考えていく余地はな

いんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 町内の道路延長が、昨年の４月１日現在で約 313キロ、

町内の道路延長としてございます。そのため、除草作業のための既存道路の形状

変更といったことは、なかなか技術的にも財政的にも難しいものだというふう

に考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） すべてのものを今すぐやるというんじゃなくて、もう何らかの

形で計画的に考えていくということができるんじゃないかというふうに私は思

うわけです。 

②に移ります。 

こちらの農家の高齢化が進み、耕作放棄地も徐々に増えています。農地利用の

地域計画実現のためにも、この除草作業についての計画、方向性、畦畔の被覆植
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物の利用や畦畔法面の改修など、今後、どういう方向がいいのかということを検

討しながら、援助をする、そういうことをしないと作り手がなくなってしまう。

今回の計画、地域計画の中でも話がされたりしていますが、圃場は借りたいけれ

ども、草刈りは自分じゃできない、やらないというような方向性が出てきている

という話があります。 

やはり農地を守っていくには、この法面の草刈りというものから逃れられな

いんじゃないかというふうに考えるわけですが、研究したり援助をするという

方向性はあるんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、今まさにご紹介いただいたような取り組みにつ

きましては、既に中山間地域など一定の要件によってではありますけれども、直

接支払い、いわゆる直払い交付金という形で、機能維持ですとか、農地の保全の

ための活動に対する支援がされているところでございます。 

このほかに、継続して管理にあたる団体を組織していただくですとか、こと法

面の草刈りのみを約定してというわけにはいきませんけれども、その地域計画

の中で、担い手に農地を集約しながら、どう維持していくかといったものを考え

ていただく計画を作っていただき、それに対して必要な資機材ですとか、活動費

を支援させていただく農地最適利用交付金といったものも用意をされておりま

す。 

こういったものにつきましても、先ほど挙げていただきました地域計画の地

域の中での協議の場で、どのような補填策といいますか、応援策があって、その

地域の中で、どのような皆さまに、どのような農地を集約していくかといった協

議の材料として、お知らせをしてまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、次のⅡの項目について、質問いたします。 

まるごと収穫祭ですね、高森まるごと収穫祭についてですが、昨年のまるごと

収穫祭は、例年より一月早い 10月に開催されたわけですが、そのときのことに

ついて、農産物の収穫時期より早かったので、そういうものが売ることができな

かったというようなことで、ソバを出す方とか、ＪＡさんの方からお話がありま

した。ＪＡさんにお聞きしましたら、どうだったということで、自分たちが知っ
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たときにはもう日にちが決まっとって仕方なかったというようなお話でした。

確かに３月 31 日付の町の日程表では、もう既に日が 10 月に決まっていたわけ

ですが、まるごと収穫祭というのは、元々町の文化祭とＪＡの農協祭と商工会の

商工祭が一緒になってつくられたものです。 

それぞれがうまくいくような日取りで考えていく必要があったわけですが、

今年度の開催について、そういうことを加味して、いま収穫祭の実行委員の募集

がされた。今年の収穫祭は、この公募の方だけで行うのか、こういう参加されて

いる出店者の代表も参加されて、こういう問題の起きないような方向性が出せ

るのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） (１)番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 議員ご承知のとおり、今年も公募により実行委員会を編成

することとなります。出店者の代表というのがどういう方になるかは、個々に出

られる方もいらっしゃいますので、難しいですが、基本的には一般公募に応募い

ただくことになります。 

なお、来年度、収穫祭の運営を外部委託、予算の方に要求させていただいてお

りますけれども、そういった予算が可決した暁には、そういった方にも入ってい

ただくようなこと。また来年度、商工祭でもありますし、またＪＡさんについて

は、実行委員会、過去には声をかけたんですが、入っていただけなかったという

経過もあるみたいですので、そのあたりも声かけをしながら進めていきたいと

思っています。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、①に移ります。 

昨年 10月の開催について、前年の出店者に了解を求めてからこの一月早めと

いうことを決めたのかどうか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） ①の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） まず、その前の年の令和４年度ですね、11月 19日に開催

した際ですが、実行委員会の反省、出展者の声として、夜間まで開催したんです

けれども、一日開催を「良かった」という声をいただいた一方で、やはり 11月

は寒かったという反省もありました。 

その中で、実行委員会の方では、１か月早めたいという実行委員会の中の提案
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がありまして、出展者全員にお聞きしたわけではございませんが、実行委員会の

中にも出展者がおり、また商工会には確認をさせていただいたところ、10 月開

催でも問題ないというご意見をいただき、令和５年度は 10月に開催した運びと

なっております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） その折には、農協さんとか、そういう農産物を出される方もそ

この席にはおられたんでしょうか。補足でお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） その場にはというよりも、いま申し上げたとおりでござい

まして、実行委員会の中で話し合いがされまして、そういった方向になったとい

うことです。すべての出展者に確認したわけではございません。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でもう一回お願いします。 

それでは、そのときに話をしたときに、収穫期、りんごでいえばフジがまだ取

れない時期、ソバもまだ畑にある時期ということであるわけですが、そういうこ

とについて考慮されたのかどうか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） まず大前提で、名前は確かに収穫祭ですけれども、農産物

を販売する場というところで、この先もいくのかというところがあろうかと思

います。時代の流れの中で、収穫祭という名前を変えたのも数年前でございます。

元々はふるさと祭りという名前でやってございました。 

議員がおっしゃるとおり、ＪＡ祭、商工祭が合体して一つのまとまりになって

いますけれども、やはり後の答弁になりますが、例えば、農業者のことを考える

んであれば、11 月であると、市田柿、特産の市田柿の時期になって、参加する

方は参加しづらいとか、いろんなものがあろうかと思います。 

なので、こういった時代の流れ中で、一日開催というのも、流れの中で変わっ

てきたものですし、確かにりんごの生産ですとか、ソバの生産、失礼。ソバを販

売されようとする方には合わない時期かもしれませんけれども、そういった時

代の流れの中で変わるものもあるのではないかということも思っておりますし、
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まして、町が単独で決めたわけではなくて、大勢の方が参加いただいた実行委員

会の中で決めていたものでございますので、そういったとこもご理解をいただ

けたらありがたいです。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、②の方へいきます。 

今年の開催月については、どのように決めていくのかということです。 

今、売る側だけの話をしましたが、ＪＡ祭の方は、暮れの野菜とかを売ったり

しているわけで、多くの方がその文化祭というだけでなく、そういう野菜を求め

たりして来ていると思います。ゴボウにしても長芋にしても、まだ 10月では収

穫されてきません。みかんにしても 11月の方が多く出てきます。 

多くの町民が買い物も楽しみにして来ているわけですから、全体としてまる

ごと収穫祭、どの方向へいくのか。もうそういう販売の方はどんどん縮小されて

いってもいいんだと、夜のマッピングをしたりすることが、このまるごと収穫祭

なんだという方向性を出していくということなのか。町民にとってどちらも大

事だし、マッピングにしても、昨年 12月には大丸山で 12月 22日に行うことも

できているわけですから、その辺はどう丸めていくのかというような方向で、ぜ

ひ実行委員会の中でも、またいろんな代表者をその横にお願いするなどしてで

も考えていくことはできるのか、どういうふうに決めていくのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） ②番ですか、今の、開催月のこと。 

○９番（原 敏明君） いや、開催月をどういうふうに決めていくのかということです。 

○議長（岩口友雄君） ②です。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） まず、通告の開催月については、令和５年度に出展者や実

行委員、あと役場の職員も含めた関係スタッフにアンケートを行っております。

その中では、今年と同様に 10月開催を希望する方が多数でした。先ほど少し申

し上げましたけれども、「市田柿の作業時期と外れることはありがたい」とか、

「寒くなく、気候的に良かった」ということが多く聞かれました。 

来年度の収穫祭の時期については、旧の実行委員会で協議をしまして、既に先

般、来年度の年間計画ですね、町の年間計画をお渡ししましたけれども、そこに

も記載しておりますが、今のところ 10 月 26 日で開催するということとしてい
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ます。 

運営方法等について、多様な意見をもちろん聞いていくということなんです

が、そこでやはり思いのある方が手を挙げて、実行委員会として汗をかいていた

だいております。そういった皆さんの意見を尊重するのがまず第一じゃないか

なと思います。 

先ほど申し上げたとおり、広く公募をしておりますので、また今年の委員の中

には町議さんもお二人、議員という立場ではなく、一般町民として参加いただい

ておりますので、原議員や、またそういった関係者で原議員にいろいろな要望を

される方につきましても、ぜひ実行委員会に入っていただいて、一緒に議論をし

ていただいて、良い方向にいければいいなと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足で、実行委員会の皆さんが進めていくということで、その

人たちの思いをやっぱりまとめていくということが大事ですけれども、やはり

ふるさと祭りの経緯や、町民の皆さんがどういう思いで参加してくるのかとい

うことも、実行委員会の中でぜひ話し合っていただいていきたいというふうに

思うわけです。 

私も牛牧地区の周りでは、牛牧地区の周りでは、10 月に開催すると、ソバと

きのこ汁を出しているわけですけれども、ソバはまだ取れてないし、去年はキノ

コは、今までは自分で作ったキノコをきのこ汁にして出していたんですけれど

も、あの時期だとまだ収穫できないので、買ってきのこ汁を作って出していただ

いたというような形です。今年も 10月だったら、ちょっと考えようかなという

ようなことも言われています。ＪＡさんの方もちょっとつらいと言っている話

でした。 

その人たちの想いについても、やはり考えてほしかったなということで、少な

くともちょっと今回、実行委員会をつくったときに、もう一度検討しますくらい

の話はされるのかなというふうに思いました。 

ちょっと残念な回答でしたが、これで私の一般質問を、補足でしたので、もう

一回ちょっとお聞きします。どんなふうにというか、実行委員会の場でもう一回

考えていただけるのか、検討だけはしていただけるのかということだけお聞き

します。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 
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本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） もちろん原さんがおっしゃったように、牛牧地区が一生懸

命やってくださっている。またＪＡさんもＪＡ祭として一生懸命やってくださ

っている。その想いも尊重する必要があると思います。 

ただ一方で、私がいま申し上げてきたとおり、今年のアンケートの中では、参

加者ですとか出展者の中でも、10月が良いという声もあるわけであります。 

ですので、そういった皆さんの意見をいろいろ考えながら、ただ、全体最適と

いうことで、今までありきじゃない方向にいくということですので、今までどお

りの 11月開催をした場合であれば、例えば、いま原議員に要望を言われた方は、

ありがたいと思うかもしれませんけれども、寒い中でやっている皆さんですと

か、市田柿の作業のため行けないという皆さんは、今度はまたそっちへ、元へ戻

ってしまうということもありますので、もちろん実行委員の皆さんにもそうい

ったご意見をお伝えして、検討していただいていきますが、多様な意見の中で、

より多くの方が参加できる方向というのを実行委員の皆さんに検討していただ

きたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、ちょっと検討はお願いしたいと思います。 

これで私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告７番 本島未来（１番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） １番、本島未来議員。 

○１番（本島未来君） 議席番号１番、本島未来。 

通告に従い、令和の日本型学校教育の構築を目指して、すべての子どもたちの

可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びの実現に向けて、質問いたし

ます。 

ちょっと私、花粉症が今すごい末期な状態でして、ちょっと先ほども席でも何

度もちょっとくしゃみをしている関係で、すいませんが、マスクしたままで質問

させていただきます。 

令和３年１月の中央教育審議会答申で、令和４年度を目途に、小学校高学年 

５・６年生からの教科担任制度を導入することが示され、教科指導の専門性を持

った教師、教員によるきめ細やかな指導の充実が求められています。 

2015 年の学校教育法の改正により、小中一貫教育を担う義務教育学校が制度
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化されました。これまでの小学校６年生、中学３年生という区切りではなく、義

務教育の９年間を円滑に教育するために必要な指導形態として、小学校高学年

から教科担任制を本格導入することが求められてきました。 

これまでも、小学校の一部の教科で専科教員を配置する取り組みは行われて

きましたが、令和４年度、国公立中学校等における、公立小中学校における教科

課程の編成、実施状況調査、文部科学省から出たものですね、によりますと、令

和４年度時点において、小学校６年生で最も専科教員の配置が多い教科が、理科

65.4％であり、２番目が音楽 59.6％、次が外国語 48.9％という状況でした。 

ただ、小学校高学年は、抽象的な思考力が高まる時期であり、併せて、教科の

学習内容も高度化する時期となっています。児童の得意分野を伸ばしたり、個性

に応じた可能性を引き出したりできる環境を整えるには、教科指導の専門性を

より強化することが急務の課題になっています。 

そして、これに加え、今グローバル化が進展し、政府が描く未来社会、Society

（ソサエティ）5.0 時代に向けて、ＳＴＥＡＭ（スティーム）教育の充実など、

社会的要請も高まり、ますます専門性の高い教育が重要視されております。 

こうした背景から、小学校高学年において、教科担任制のさらなる拡充が求め

られてきています。 

そこで、（１）の質問です。 

小学校では、これまで担任の先生が自分の学級のほとんどの教科を指導する

学級担任制だったのが、５年生から、一人の教員が特定の科目を担当し、複数の

学級で指導する中学校のような教科担任制度が導入されました。小学校で長年

行われてきた指導形態が大きく変わることになるのですが、小学校高学年５・６

年生で導入された教科担任制の趣旨、目的について、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 小学校高学年において教科担任制を推進するというその目的

につきましては、議員おっしゃったように、各教科の系統性を踏まえながら、専

門性の高い教師が多様な教材を活用して教科指導を行うことによりまして、授

業の質を高め、そして、児童の学習内容の理解度・定着度を向上させることと思

います。 

さらに、学級担任だけでなく、複数の教師が授業を担当することから、児童を

知る職員の数が増え、多面的な児童理解につながり、そのことが児童の精神的な
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安定につながるというねらいもあります。 

また、中学では、完全な教科担任制となることから、小学校から中学校への接

続への配慮という意味もあります。 

そして、教員の授業の準備の効率化を望めるということから、教育活動の充実

にもつながります。その他にも、教員の持ちコマ数の軽減により、学校の働き方

改革にもつながると考えております。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） では、南北小学校の教科担任制の導入までの取り組みをお伺い

いたします。 

○議長（岩口友雄君） ①番の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 教科担任制の実施のためには、その大前提として、各担任や

学年を中心とした教職員相互の連携が必要です。その意味では、高森町では、い

ち早く学習支援員を南北小学校に配置し、担任とのティーム・ティーチングを実

施してきました。また、県の少人数学習集団編制事業を活用して、南小では、算

数等を中心とした複数教員による指導を行っています。 

こうした中で、小学校の授業は担任が行うものだという考え方から変化して

きていると思います。 

高森町の専科の状況については、両小学校とも以前から音楽専科が配置して

きました。北小は単級なので、音楽専科が全学年の音楽を担当するほか、家庭科

も持っています。一方、南小では、実験や観察の準備等に時間のかかる理科の専

科を配置しています。また、町費で南北小学校に英語指導助手を配置し、担任と

共同で英語の指導にあたれるようにしています。 

こうした専科等の活用も、広義には教科担任制と言え、教員の専門性を活かし

た指導は、以前から大切にきているところです。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 補足質問をお願いいたします。 

さまざまな人々が子どもたちの教科担任制に関わり、また、学級担任と別に専

科教員も一緒に子どもたちを教えているという状況でありますが、学級担任が

すべての授業を受け持っている場合、例えば、授業で行事が押してしまった場合、

数学の時間がなくなったから、来週、算数ですね、算数の時間がなくなったから、

来週は理科を算数に替えようですとか、突発なトラブルが起きてしまったから、
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次の時間に全体で指導しようなど、担任の裁量で調整が結構可能だったのかな

というふうに思います。 

一方で、教科担任制の場合、先ほども持ちコマ数が減ると同時に、子どもたち

だけではなく、授業担当の教員の時間割も考慮しなければならないため、その時

間割の制度、その調節とか、そういうのってすごく難しくなるのかなというふう

に思っています。 

で、時間割を入れ替えたり変化したりするには、事前に計画や相談というもの

が必要になるかと思うんですけれども、授業に訪れるその教員が学年を、南北小

学校の場合は、学年をまたいでいる先生もいるので、そういった場合に、対応す

るのも一苦労なのではないかなあというふうに思っています。 

そこで、授業の組み方によって、その教員数を増やす必要がある場合もあると

思うんですけれども、ただでさえ昨今、話題となっている教員不足というのがあ

りますので、人材を集めることにも苦労、努力が必要そうですが、現在、時間割、

授業時数、また授業者の調節が複雑化していることに対して、どういった対策を

整えておりますか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 後ほどお答えをする④ですか、ともちょっと関連をするんで

すけれども、いま議員がご指摘されたように、まず、時間割の編成というのはと

ても大変になります。いろいろな調整をしなければいけませんので、ましてや、

中学のように、端から教科担任をするという前提で教員も採用してきているわ

けではないので、本当に教科担任制を実行するためには、そういった形にするた

めには、同じように各教科の先生を採ってこなければいけないんですね。でも、

現実には、そんなふうにはいかないわけです。それもさっきおっしゃったとおり

なんですけれども、一番は、時間割、そして、まず教員の確保ですね。そこが一

番大変だと思います。そして、続けて、時間割、時間割というのは、年度当初の

時間割設定だけではなくて、今度、年度途中で、小学校の特徴的なことで、学級

ごとの中核的活動をしたいというようなときに、少し時間割を動かして、学年全

体の活動とか行いたいんですね。でも、担任が授業を持っていませんので、ほか

の先生とも調整しなければいけない。そうするとまた、その調整はほかの学年に

も影響するということがありますので、そこら辺のところは、今後も大きく影響

が出てくるとこだと思います。 
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○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

それでは、ほんとに今５・６年生の子たちに導入されてから数か月経つんです

けれども、これからその導入されて数か月しか経っていないのか、今度４月に新

学年、今の４年生が５年生になって、教科担任制というところに入ってくるので、

そこの部分で、子どもたちにスムーズに教科担任制だったり、先生の時間割配分

だったりというのをうまく調整できるようにしていっていただきたいと思いま

す。 

それを踏まえ、関連質問②ですね。 

教科担任制の現在の実施状況、また様子などお伺いできればと思います。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） お願いします。 

先ほど議員もお話があったとおり、文部科学省とか長野県の方では、昨年度か

ら徐々に、算数、理科、英語、体育の４教科を中心に教科担任制の方向を打ち出

しています。これを受けまして、南小の５年生では、３学期に試行的に従前と異

なった体制を組んで授業を実施しています。 

学年すべての授業を、教科の免許を所持している社会科の教員が受け持って

います。あと家庭科や体育の授業を、それぞれの経験がある教員が受け持ったり

しています。また、外国語の授業は、一人の教員が指導助手とともにティーム・

ティーチングですべてのクラスを受け持っています。 

北小につきましては、単級ということもありまして、現在のところは新たな動

きはございません。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

５年生で家庭科の、先ほど教育長も言ったように、家庭科の経験の深い先生が

子どもたちに教えているという中で、一つエピソードをいただきまして、その家

庭科の先生が、子どもたち、ある学級に行ったときに、「団らんとは」というタ

イトルで、皆に団らんというものを考えてもらっていたんですけれど、「団らん

って何か」というところから始まったんですね。団らんとはというのは、先生が

こういうものだよというような説明をしていた中で、「それはしていないなあ」

「それってした方がいいのかな」という子どもたちの声が結構出ているという
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のを聞きました。で、団らんというのが、私たちの時代の小学校のときには、一

つの居間に集まってみんなでいるという、みんなでその時間を共有するという

ところが当たり前だったなと思いながら、今の子たちは、その当たり前がほんと

随分変わってきたんだなというふうに受けました。 

そこで、さまざまなこういった子どもたちの新たな面に気づいたりとかして

いくことがある中で、関連質問③なんですが、学級担任制から教科担任制への移

行への成果と現状の課題ですね。あと教員や児童生徒、保護者の反応などを教え

てください。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 南小の５年生が、代わる代わる教えてもらえるという新鮮さ

もありまして、児童は緊張感を持って授業に臨んでいるというふうに聞いてお

ります。また、職員間相互の関わりも深まって、手応えを感じているようです。

まだ導入して２か月ですので、南小での成果というところまではお話しできま

せんけれども、実践校の報告を基に、成果と課題について触れさせていただきま

す。 

まず、成果ですけれども、理解度や定着度については、アンケートに「勉強が

わかるようになった」と答えた児童が多かったということです。さらに、教員は、

児童への学びのモチベーションが上がったととらえており、学びへの意欲も学

力の一環であるということから、大事な視点だと考えられます。 

もう一つ、児童理解という点で、「授業以外でもいろいろな先生と話す機会が

増えた」という児童の回答が多かったとの報告があります。また、「学級担任し

か知らなかった児童の課題について、学年内で共有できるようになった」という

教員の声もあります。 

これらのことは、教員が多面的な児童理解ができ、児童も学級担任以外に相談

できる教師がいることを示しており、不登校等の課題に取り組んでいる当町の

学校現場にとっては、意味のある取り組みだと考えています。 

一方、課題としては、先ほども議員ご指摘の教員配置の問題があります。小中

両方の免許を所持している教師が限られている中、中学のように教科のバラン

スを考えた人事異動を行うことが困難です。 

また、各教科の指導時数が決まっているために、教員の持ち時数に差が生まれ

て、調整する必要があります。ほかにも時間割の調整、先ほど出ておりました。
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時間割の調整が難しくなります。担任が他のクラスの授業をする場合に、そのク

ラスはほかの教員が持たなければなりませんので、学年全体で時間割を組む必

要があります。また、特別教室の時間割について、学校全体の調整も必要になり

ます。さらに、年度途中で時間割変更が難しくなったり、総合的な学習を学年一

緒に行うという、そういう制約も生まれたりします。 

このように、いろいろな角度からの調整が必要になり、複数学年で行う場合に

は、さらに複雑な調整が必要になってくるかと思います。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 補足質問をお願いいたします。 

ただいま教育長からの回答の方で、児童理解や児童課題の共有が深まってい

るという話をお聞きしました。 

そこで、教科担任制において必要になるのが、現在、高まっている教員同士の

連携になります。教員同士で密に児童の情報を共有しなければ、この制度は成り

立たないのかなというふうに思っています。授業する上で、そのクラスに在籍す

る子どもたちの特性、また健康状況、また交友関係などを把握しておく必要があ

ると思います。 

そして、それらは小学校５年生・６年生なので、思春期も入り、刻々と日々変

化していくものだと思います。例えば、１時間目の算数の授業は具合が悪くて保

健室で休んでいたとか、３時間目の英語の時間に友だちと大きなけんかしたな

ど、担任の知らないとこで起きる事態とかも今後、起こってくると思います。 

教科担任制では、担任の教員と過ごす時間は、間違いなく減っていくなという

ふうに思っています。「知らなかった」なんてことにならないよう、授業の引き

継ぎの際や朝の時間、放課後の時間などには、教員同士で積極的にコミュニケー

ションを取る必要があるのではないかと思います。 

そこで、授業の質の向上にかかる専科指導の専門性の担保の面、そして、教員

研修の充実のため、コミュニケーション能力強化や、教科担任制度導入により受

け持たなくなった教科の講座など、次年度の研修に、先生方の研修に取り入れて

はどうかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） ただいまのご質問と直接関わるかどうかわかりませんが、ま

ず、小学校では、１時間目、２時間目、それで３時間目、４時間目の間、５分な
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んですよね。その中で移動してということがありますので、私も学年の中で教科

担任制ってやったことがあるんですよ。もうほんとに授業ぴったり終わらない

と、次の授業に自分も行けないし、次の授業も始まりません。そういったところ

もやりながらですので、何と言いますかね、その間に職員同士で連絡するという

ことはまず不可能です。ただ、授業の中でよほど大変なこととかあったときは、

これは逃しておくわけにはいきませんので、きちんと連絡するということです

けれども、あとは２時間目の休み時間、昼休みとか、そういったところを取って

連絡しますが、でも、その日に必ずしも連絡をしなくてもいいようなことは、一

番この教科担任制をやる中で大事なのは、学年会というのが週１回ありまして、

そこで職員間で、授業の進度も調整するんですけれども、そこで子どもたちにつ

いての情報交換をするんですね。そこのところを充実させるということが、今の

ご質問のお答えになるのかなと思うんですけれども、そこが一番大事になって

くると思います。 

そこで、大事な部分、ある程度教材研究も含む部分がありまして、そういった

情報交換がしっかりできると、一番効果が生まれやすいというふうに考えてい

ます。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

次の質問に移ります。 

中一ギャップという言葉が広く知れ渡っているように、中学進学時に、中学の

仕組みや環境の変化にうまくなじめない子どもたちは、一定数存在しています。

その要因の一つとして、完全教科担任制であることも掲げられており、小学校で

担任の先生一人とじっくり付き合ってきた環境から、教科ごとに先生が入れ替

わることに慣れない子どもたちが出てきます。 

そこで、小学校のうちから一部の教科においてのみ教科制を導入し、いわゆる

慣らし運転をしていくことで、そのギャップを軽減することができると期待さ

れておりますが、当町の小中学校間の円滑な接続にかかる取り組み状況はどの

ようになっていますか。 

先ほど、別の補足質問で回答いただいた件は省いていただいて結構です。お願

いします。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

高野教育長。 
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○教育長（高野正延君） 文部科学省の示している報告では、アンケートの結果で、「小

学校の時に教科担任制の学習は、中学校での学習・生活に慣れることに役立った

か」との質問に対して、「役立った」との回答が、対象のその教科が３教科以内

だった学校、それほど多くないと思うんですけれども、そういった学校でも

67.9％あったとのことです。 

したがって、教科担任制が軌道に乗ることが、円滑な接続にも役立つというこ

とを考えています。 

さらに、まだ構想の段階ではありますけれども、３校職員会におきまして、小

中の合同教科会ですね、を設定するよう提案したいというふうに考えています。

これは、小学校と中学校の先生が、専門教科あるいは担当教科ごとに分かれて協

議をする会です。互いの授業の進め方や児童生徒の取り組み状況などについて

情報交換をすることができれば、小中双方あるいは小学校同士の連携も深まる

のではないかと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

中学に入ったときに、「あ、こんなこと小学校でやってたな」というふうなこ

とが、今回、南小の今後卒業していく６年生の子たちの心にもあるといいなあと

いうふうに思います。 

現在の教科担任制の課題対策も含め、今後どのように教科担任制を進めてい

くのか、お伺いしたいと思います。 

なお、まだ今月３月で新学期のこともありますので、まだ南北小学校ですね、

それぞれの校長先生や先生方の進め方など、まだまだ出ていないかと思います

が、現状、高森町としてこのようにというものがあれば、お答えいただきたいと

思います。 

○議長（岩口友雄君） ⑤番の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 教科担任制を含めた来年度の教育課程については、編成の権

限を有する校長を中心に、今おっしゃったとおり、現在検討中であります。 

したがって、大枠のみを申し上げます。北小については単級ですので、一般的

な教科担任制というのはかなり困難です。しかし、飯田下伊那では、小規模校を

中心に以前から行われてきた、連学年による、５・６年とか、そういった連学年

による共同授業や担任相互の交換授業などは可能だというふうに考えておりま
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す。ここに専科加配も加えれば、そういった指導体制を、今後は検討していくこ

とができると考えます。 

南小につきましては、まず新６年については、現在試行している内容を検証し、

必要により修正を加えながら実施していくことになります。また、他学年につい

ても、現在検討中と聞いております。県からの加配教員に加え、町費の外国語指

導助手や学習支援員を、学年や学級の実態に応じて配置し、それぞれの教員の専

門性を活かしながら、来年度に向けて準備をしていくことになります。その中で

は、先ほど申し上げた、時間割や教員の持ち時数等との調整を行って、教育課程

を編成することと思います。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

次の質問へ移らせていただきます。 

科学技術、イノベーション、イノベーション基本計画においては、一人ひとり

が多様な幸せを実現できる社会、ウェルビーイングですね、としての Society（ソ

サエティ）5.0の実現を目指しています。 

そこで、教育現場では、新学習指導要領が 2020年より小学校から段階的に実

施され、主体的、対話的で深い学びによる資質、能力の育成を図り、持続可能な

社会のつくり手の育成を目指して、全国の教師の皆さんがいま必死に取り組ん

でいただいている状況にあると思います。 

子どもの学ぶわくわく感、教科の学びが自分の設定した課題の解決に生きて

いるという実感、自分の学びを自分で調整する力をどう育むのか、好きや夢中を

手放さない学びをどう実現していくのかなど、子どもたちがこれらの力を引き

出すべく取り組む教師や学校現場を支え、さらには、現在の新学習指導要領に対

応するための教師の今の取り組みを、次の学習指導要領改正や今後の学習環境

の整備の実現につなげていくことが重要と考えます。 

そして、子どもたちの学びを支える主体を多様化し、学校だけではなく、地域

や保護者、企業、行政など、社会全体の理解と連携のもとに、社会全体で教育、

人材育成の施策を推進するための⑥番ですね、Society（ソサエティ）5.0 の教

育、ダイバーシティ＆インクルージョン、自由進度学習など、これらにも対応す

るための小中学校の具体的な施策をお伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） ⑥番の答弁を求めます。 

高野教育長。 
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○教育長（高野正延君） Society（ソサエティ）5.0につきましては、いま高森中が使

っている、ここに技術の教科書がございますけれども、ここにも Society（ソサ

エティ）5.0、図式でいろいろなＡＩとかいろいろ書いてございます。「これから

の情報の技術」というこの単元の中に、資料としてこのように取り上げられてい

るところです。 

また、インクルージョンについても、中学の公民の教科書に「インクルージョ

ンについて考えよう」というコラムが設けられています。 

ただ、これは高森中で使用している公民の教科書ではありません。 

このほかにも、ＳＤＧｓやユニバーサルデザイン、イノベーションなどについ

ても、中学の教科書に取り上げられ、それぞれについて探求的に学習するような

設定がされています。以前は見ることがなかった用語が並んでいるわけですけ

れども、このことは、子どもたちがこれから生きていく社会を意味していると思

います。 

Society（ソサエティ）5.0 の社会では、仮想空間と現実空間が高度に融合す

るとか、ＡＩやロボットが今まで人間が行っていた作業を代行すると言われて

いますけれども、まだピンと来ないというのが事実です。 

しかし、これからの社会では、感性や好奇心、探究心、倫理観や調整する力、

思考、あるいは吟味する力など、この人間しか担えない力が求められていると文

部科学省の方でも示しておりまして、これらの力を育んでいくことが重要だと

考えています。 

自由進度学習については、多様性を認め、タブレット等を活用した個別最適な

学びを重視する流れの中で、総合的な学習の時間などで検討をしていく価値は

あると思います。ただ、子どもに任せきりにならないことは必要で、きちんとし

た指導計画の中で、個別に最適な学びができるよう配慮することが必要だと考

えます。 

このように次々と新しい用語や課題が生まれてきますが、その奥を探ってみ

ますと、教育現場でずっと前から大事にしてきた「全人教育」とつながることが

多く見られます。流行と向き合いながらも、不易を踏まえ、未来を見据えて、い

ま何をすべきかを見極めていくことが大切だと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

学校とは、社会の準備段階であると同時に、子どもたちも、学校そのものが子
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どもたちや教職員、保護者、地域の人々などから構成される一つの社会でもあり

ます。子どもたちは、学校も含めた社会の中で、生まれ育った環境にかかわらず、

また障がいの有無にかかわらず、さまざまな人と関わり合いながら学び、その学

びを通じて自分の存在が認められることや、自分の活動によって何を変えたか、

社会をよりよくできることなどの実感を持つことができる場であり、そうした

実感は、子どもたちにとって人間一人ひとりの活動が、身近な地域や社会生活に

影響を与えているという認識につながったり、これらを積み重ねることによっ

て、地球規模の問題にも関わったり、持続的な社会づくりを担っていこうとする

意欲を持つようなことが期待できると思います。 

そのため、学校のあり方を探求し、未来の学校生活の姿と求められる教育や授

業の姿を描き、教科等のあり方を探求していく、この俯瞰的かつ総合的な視点を

大切にしていきたいと考え、一般質問を終了いたします。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を２時 55分からといたします。 

 

休 憩  午後２時４３分 

再 開  午後２時５５分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告８番 三浦喜久夫（７番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ７番、三浦喜久夫議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ７番、三浦喜久夫でございます。 

通告に従い、一般質問を行います。 

今日は、認知症の方を支える町づくりに向けて、という題でお願いいたします。 

高齢者福祉計画・第９期介護保険計画が策定中です。計画案の、認知症の人や

家族にやさしい地域づくりでは、第８期の計画に比べ、認知症に対する取り組み

が多く盛り込まれていることがうかがえます。 

町の介護保険申請者から見える健康課題では、介護申請の一番の病名は認知

症で、令和２年・３年・４年の３年間でトップを占めております。申請の２割余

りを占めております。 

厚生労働省によると、団塊の世代が全員 75歳以上となる 2025年には、高齢者
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の５人に一人が認知症になると推計されています。 

認知症は誰でもなる可能性がある。家族や身近な人が認知症と直面するかも

しれない。多くの人にとって身近なものとなってきています。認知症の発症を遅

らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症

の方や家族の視点を重視して、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けること

ができる。今期計画案の認知症の人や家族にやさしい地域づくりは、私も同感で

す。日々深刻さを増す高齢化社会に対応しなければならない大事な施策と思い

ます。 

（１）番に入ります。 

高齢者福祉計画・第９期介護保険計画（案）第６章の第１節５、認知症の人や

家族にやさしい地域づくりでは、「共生」と「予防」を両輪として推進していく

とあります。共生と予防について、もう少し掘り下げて説明していただければと

思います。 

○議長（岩口友雄君） （１）番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 認知症施策推進大綱では、認知症になっても住み慣れ

た地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、「共生」の基盤のもと、

通いの場の拡大など「予防」の取り組みを進めていくとされています。 

その中で「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに生

きる、また認知症があってもなくても同じ社会で生きること。「予防」とは、「認

知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症に

なっても進行を穏やかにする」ということとされています。 

また、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、

認知症施策を総合的かつ計画的に推進するために、昨年６月には「共生社会の実

現を推進するための認知症基本法」が成立し、「共生」と「予防」の基本的な施

策として、①理解の促進、②生活におけるバリアフリー化、③社会参加の確保、

④相談体制の整備、⑤予防として早期発見・早期診断及び早期対応が必要とされ

ています。 

こうした背景には、全国的に急速な高齢化が進み、先ほど議員もお示しいただ

きましたけれども、2025年には 65歳以上の認知症数は全国で５人に一人と推計

され、高森町においても、認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上の高齢者は、約７

人に一人と認知症の人が増えているという現状があります。 
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今回の高齢者福祉計画・第９期介護保険計画における認知症施策では、高森町

においても、「共生」と「予防」の推進を掲げています。 

「共生」の取り組みとしましては、地域包括支援センター、また認知症地域支

援推進員、こちらは包括や社会福祉協議会・ゆりかごの職員の皆さんが中心にな

っておりますが、幅広い世代に向けた相談窓口の充実とさらなる周知、家族や本

人の声を聞く機会の創出、ケアパスの作成、居宅介護事業所との連携、認知症サ

ポーター養成講座の継続実施などを計画しています。 

「予防」に関しましては、健康診断の受診、糖尿病や高血圧等の生活習慣病の

予防、そして社会参加による人とのつながりの保持など、それぞれが「健康」を

意識した生活となるための取り組みを進めます。具体的には、保健師等による相

談、「塩」に焦点を当てた「うましおプロジェクト」の推進、いつまでも自分の

足で元気に歩ける「足の健康」の推進など、地域ケア会議、各種運動教室、地域

サロンなどを通して働きかけを行っていきます。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 掘り下げて説明いただきまして、ありがとうございました。 

今期の計画のところをまた触れていただきましたので、また順を追って質問

をしていきますので、よろしくお願いいたします。 

①の関連質問に入ります。 

第８期の計画には、いま話がありましたように、認知症ケアパスについて明記

がなかったので、県のホームページで検索したところ、長野県は 80.5％が作成

済みで、未作成市町村が 11ございました。2019年のときの作成状況です。国の

認知症施策推進大綱では、市町村における認知症ケアパス作成率 100％を目指し

ております。 

町民の皆さまへ周知も兼ねる意味も含めて、認知症ケアパスとはいったいど

ういったものか、お伺いしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ①の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 認知症ケアパスとは、「認知症になった場合に、いつ、

どこで、どういったサービスを受ければよいか、認知症の人の状態に応じた適切

なサービス提供の流れ」を示したものです。認知症の方とその家族が住み慣れた

地域で安心して生活していくために活用され、認知症の症状は個人により異な

りますが、今後予測される症状や状態の変化の目安として参考になる情報を掲
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載したものになります。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ②番の関連質問に入ります。 

いま説明がありました今期９期の計画の中に、取り組みの中にその相談に配

布できる認知症ケアパスの作成というふうに書かれております。その認知症ケ

アパスの今後の作成スケジュールであるとか、町民の皆さまへの周知や活用に

ついて、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） ②番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 令和５年度の段階で認知症ケアパスの検討を始めてお

り、令和６年３月にはさまざまな立場の方からご意見をいただいた上で、令和６

年度の早いうちにケアパスを完成させ、ホームページ、広報たかもり等でお知ら

せをするとともに、介護保険説明会、各地域のサロンの集まり、また民生児童委

員会などでも周知をさせていただきながら、それぞれのお立場で自分事として

とらえていただけるような取り組みに活用していきたいと思っております。ま

た、必要に応じて見直しを実施し、活用しやすいケアパスとなるように努めてま

いります。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、③番の関連質問に入ります。 

７、８年ほど前より下伊那厚生病院に、認知症初期集中支援チームが配置され

ております。早期診断、対応に向けた支援等を行うというふうにございます。 

支援の内容や、初期集中支援とはいったいどういったものか、町民の皆さまが

どう利用できるのか、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） ③番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 今ご紹介いただきました認知症初期集中支援チームは、

平成 28年４月から下伊那厚生病院に委託し、実施をしています。支援チームは、

下伊那厚生病院の医師、こちらは認知症サポート医といわれる方、また看護師、

社会福祉士で構成され、対象要件は、40歳以上で在宅、または認知症が疑われ、

次の基準に当てはまる方となります。 

医療・介護サービスを受けていない、または中断している人で、以下のいずれ

かに該当する方となりまして、認知症疾患の臨床診断を受けていない方、継続的
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な医療サービスを受けていない方、適切な介護サービスに結びついていない方、

診断されたけれども介護サービスが中断してしまっている方。また医療・介護サ

ービスを受けているが、認知症の行動・心理症状が著明なため対応に苦慮してい

る方。 

そういった方が主なものになりまして、支援内容としましては、初期支援チー

ム、先ほどご紹介したチームの皆さんが訪問し、認知症アセスメントシート等を

活用し状態を確認。包括的・集中的に支援を実施し、医療受診または適切な介護

サービスにつなげるなど、町の地域包括支援センターと連携して対応している

ところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） その認知症初期集中支援チームの利用実績を、８期のところ

で計画で見ましたら、平成 28 年に２人、29 年に１人、30 年は０、31 年は３人

となっておりました。令和になってからの利用実績については、どのようになっ

ておりますか。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 令和３年度からの数値を申し上げさせていただきたい

と思います。 

令和３年度が２名、令和４年度が３名、令和５年度が２名といった形になって

おります。 

令和元年度・２年に関しましては、コロナということもございまして、実際の

数としてはなかったということになっております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 認知症の早期発見や早期治療がベストで、進行を遅らせてい

くことにつながるということでございますが、とはいっても、デリケートなとこ

ろもあり、あまり表に出せないのが実情かと思います。 

また、初期症状といっても、私自身も物忘れはよく最近よく起きますし、まさ

か認知症かなと思っても自覚はさほどございません。あまり言われたくないと

いうところが本音なんですけれども、認知症が疑われる方の家族を訪問すると

いうこともなかなか難しいのかなというふうに思っております。 

認知症は、特別な病気とか、閉鎖的なイメージがありまして、もう少しオープ
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ンになれば、早期の診断、対応等も違ってくるのかなというふうに思っておりま

す。 

⑤の質問に入ります。 

「認知症カフェは、絶望から希望につながるための場所です」というコラムが

ございました。認知症の人や家族、介護や福祉などの専門家など、誰でも気楽に

集える場所。地域住民誰でも訪れることは自由、帰ることも自由、お茶だけでも

よい。認知症について知る・学ぶ・考えることができる場所。介護保険制度や地

域の社会資源をよく知る専門家など関わっている。介護ストレスの軽減の場だ

けではなく、新たな出会い、地域とのつながりの場と書かれておりました。 

今期の計画の中でも、認知症カフェを実施とあります。現段階での構想、設立

の費用とか場所、母体、運営母体など、できている範囲でお答え願えればと思い

ます。 

○議長（岩口友雄君） ⑤番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 来年度、高森町ボランティアセンターの企画としまし

て、地域交流センターで毎月７のつく日に「ななの木カフェ」として、障がいの

ある方ない方、お子さま、また高齢者の皆さんなど、誰でも気軽に立ち寄れる、

多世代交流の場としての活動拠点となるよう進めていく予定です。その場にお

いて、介護者の集いやリフレッシュ、また認知症やその家族の方が集える場とし

ての役割だけでなく、それぞれの立場や状態を尊重し合いながら交流できる場

として活用をさせていただきたいと考えております。 

費用につきましては、社会福祉協議会の方へ、多世代いきがい交流事業として

24万４千円を計上させていただいているところです。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） いつでもどんなときでも、そこへ行って何でも話せる、そう

いった場所が、認知症の方やそれ以外の障がいも含めてということでございま

すが、家族の居場所になるというふうになるかもしれないと思います。 

⑥番の質問に入ります。 

認知症サポーター養成は、平成 27年から講座を開設して、町内の企業や団体、

小中学生など、昨年度末で 1,286 人の認知症サポーターが町内にいるというこ

とでございます。全国では 1,500 万人のサポーターがいるということでありま

したが、認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家族
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に対して、できる範囲で手助けをする。サポーターは、認知症高齢者にやさしい

地域づくりに大きく寄与していると思います。 

町では、今後、毎年 100人ほど増やしていく計画ですけれども、どのような人

を対象にサポーターを養成していくのか、お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） ⑥番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 今年度も高森南北小の６年生 150人を対象に、認知症

養成サポーター講座を実施いたしました。 

認知症サポーターとは、今もご紹介いただきましたが、何か特別なことをする

人ではなく、認知症に対して正しく理解し、偏見を持たず、認知症の方や家族を

温かい目で見守る応援者であることから、小学生の頃から、自分の家族や地域で

困っている方に対して考えることができるよう、児童生徒を主な対象としてい

ます。 

令和６年度も南北小学校の６年生を対象に実施し、その際には、保護者の皆さ

まや地域の皆さまにもお声がけをし、一緒に受講いただけるよう準備を進めて

いるところです。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 小学生の頃からそういった認知症に対しての知識を深めてい

ける講座ということで、養成していくということでございますので、そういった

こと、すごい大事だと思います。 

また、小学生に交じって保護者や地域の方も一緒に講座を受講するというこ

とでございます。世代を超えて認知症に対しての理解が増えていくということ

は、とても良いことだと思います。 

⑦の質問に入りますが、私の考えとしては、生活習慣病が現れる４、50 代の

働き盛り世代であるとか、若年性認知症であるとか、前期高齢者、医療制度の対

象者となる 65歳前後の人たち、これを中心に認知症サポーターになってもらい

たいと思って考えておりました。そういった子どもたちに交じってもと思いま

すけれども、そういう人たちを対象に講座を開いたらどうかなというふうに思

います。まずは自分もそういった認知症サポーターにならなくてはならないと、

まずは思っております。 

認知症に対する正しい知識の普及、啓発のため、幅広い領域や年代の皆さんに、

そういった認知症の理解者を増やすことで、支える町ができていくということ
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で、計画案では、成人へのサポーター養成講座を実施して、受講後の取り組みに

つなげるとあります。今の子どもさん、小学生に交じってということも一緒なの

かどうか、そこら辺のことも含めて、具体的な計画をお伺いしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） ⑦番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 先ほどの答弁でも少しお伝えさせていただいたように、

南北小の６年生の授業で開催し、その際に、保護者の皆さんや地域の皆さんも参

加をしていただいて一緒に受講していただくというのが、一つのやり方になり

ます。 

地域の子どもたちが学ぶ姿を見ていただきながら、一緒に学んでいただけれ

ばなあというふうに考えています。 

また、企業や地域の集まりなどで開催希望があるときは、お声がけをいただけ

ましたら、いつでも養成講座の方はさせていただけますので、そうした声があれ

ば、またお聞かせいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは補足質問で、特別に大人がそれに参加するとしたら、

そういった団体、グループが申し込むというやり方で、広く一般に、先ほど私が

言ったように、65 歳前後の人とか、もう少し若い人たちを集めてやる講座は全

然考えていないということ、確認ですいませんが、もう一回お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） この計画は３年間の計画になりますけれども、来年度、

令和６年度については、まず南北小の小学校をやる中で、一般の参加の皆さんを

お願いするという方向性で計画を立てさせていただいております。そこの反省

を踏まえながら、また２年目、３年目の際にそういった会が開けるのであれば、

研究はさせていただきたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、⑧の関連質問に入ります。 

先ほど課長の答弁にもありましたように、認知症サポーターに期待されるこ

ととしては、認知症に対して正しく理解し、偏見を持たない。また認知症の人や

家族に対して温かい目で見守る。また自分なりにできる簡単なところから実践

する。また地域でできることを探し、相互扶助、協力、連携、ネットワークをつ
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くる。またまちづくりを担う地域のリーダーとしても活躍すると、そういったこ

とが厚生労働省のホームページに示されておりました。 

認知症サポーター養成講座、これから 100 人くらいずつ増やしていくという

ことでございます。その講座を修了した者が、また復習を兼ねて学習する機会を

設けて、より深い知識の習得、また実際の活動につなげるため、ステップアップ

講座のような開催の計画はございますか。また、キャラバンメイト養成とあった

んですけれども、これにあたるのか、その辺も含めてお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） ⑧番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 高森町においては、共生社会実現のために、それぞれ

の立場を理解し、お互い尊重し合える社会を目指して、まちづくりプランの中で

も取り組みを進めています。 

認知症の理解を深める「認知症サポーター」や、また障がいのある方への理解

や配慮を学ぶ「あいサポーター」の養成講座を実施し、どんな方も誰もが暮らし

やすい共生社会の実現のために、それぞれ大切な役割を担っていただいている

方々になっております。 

令和６年度には、健康福祉の日「あい LaBo」を開催して、障がい福祉を中心

にとは考えてはおりますが、健康・福祉について考え、体験し、理解を深めてい

ただく機会を設けております。設けようと考えております。 

また、先ほど来説明させていただきました、ボランティアセンターによる「な

なの木カフェ」も新たに始まります。そういった場にサポーターとして受講して

いただいた皆さまにご参加いただいて、実践といった形の中でより理解を深め

ていただく、そういった活動を進めてまいりたいと思っています。 

また、キャラバンメイト等につきましても、そういった方々の中から、もしも

そういう意向がある方がおいでになれば、ぜひ進めていきたいなというふうに

は思っています。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、⑨番の質問に入ります。 

今回、認知症をテーマにした質問で、町長にも何か一言言ってほしかったんで、

最後に一問付け加えたということでございます。 

⑨番の認知症の人や家族にやさしい地域づくりについて、町長のお考えをお
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聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） ⑨番の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、先ほど認知症サポーターが増えていくことが、一つのま

ちづくりにつながっていくというようなことを、三浦議員の方からご紹介をい

ただいた、厚生労働省の考え方としてご紹介いただいたということもあります

し、先ほどの教育関係の本島議員のところでも、家族の団らんってなんでしょう

みたいな話があったと思います。そもそも家庭の中で、例えば、二世代、三世代

が同居をしながら、同居をしてたとしても一緒に話しをしながら食事をしたり

とかって、そういう時間ってどんどんどんどんなくなってきているのかなとい

うのを、とても感じるところが多いんですけれども、そもそも認知症サポーター

研修をやらなきゃいけないであったりとか、「あいサポーター」研修をやらなき

ゃいけないというのは、そういった時間がどんどんどんどん奪われていって、個

の集団になってしまっているということが一番の原因ではないかなと、私は思

っています。 

むしろ、家庭の中で家族との時間を過ごすであったりとか、地域の中でご近所

の皆さんと過ごすであったりとか、さらには、学校でいえば、この教室の中で過

ごす時間であったりとか、友だちと部活をやる時間というのを、子どもたちがど

ういうふうにとらえて、どういう時間を過ごしているのか。または、それをどう

いうふうに学校現場が演出しているのかというようなところが、どちらかとい

えば、根本的な問題解決の上では重要で、そういったことが広がっていくことが、

認知症をいろんな意味で理解をするということだと思っています。 

つまり、誰もが暮らしやすい共生社会というその実現には、認知症にかかわら

ず、障がいのあるない、高齢者、子ども、外国籍の方、そういった方々を、地域

の中で「人」と「人」のつながりの中で大切にしてお互いを認め合う。時には「で

きること」や可能性を認めて、接して支え合う。そういった気持ちが必要で、身

近なところからそういったところをつくっていくことが、地域づくり、まちづく

りにつながると思っています。 

つまり、地域づくり、まちづくりを進めることをやりさえすれば、逆に言うと、

認知症への理解も深まっていくという、そういう逆の考え方も持っているとい

うことです。 

私が考えているこの人材育成というのは、さまざまな分野でそれを進めるこ
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とによって、地域づくり、まちづくりへの理解を深めて、地域やそこに暮らす人

を大切にしたやさしいまちづくりに発展していくということを考えております

ので、この考えを基に、いろんな計画には反映をしながら、根本的なことは根本

的なことで考えながら、今やるべきことはこととしてとらえて、やるべきことも

やりながらということで進めてまいりたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ありがとうございました。 

認知症になったからといって、人が急に変わるわけではありません。自分が住

んでいる世界は、昔も今も連続しているし、今日から、昨日から今日へと自分自

身は続いていると、これは一般質問、これテーマにしようと思ったときに、自ら

も認知症になった専門医の長谷川和夫さんの「ボクはやっと認知症のことがわ

かった」という著書を読んで、ところの一文でございます。そして、印象に残っ

た一節なんですけれども、こんなふうに書かれておりました。「大丈夫だよ」と

いう小見出しなんですけれども。 

昔、我が家の近くに家内の両親が住んでいました。ある晩、家内とボクと下の

娘が食事に行ったところ、アルツハイマー型認知症の家内の父親が、こう言った

のです。「皆さまはどなたさまですか、どなたかわからなくて困っているんです」、

とても不安そうな様子に、ここまで症状が進んでしまったかと、家内もボクもシ

ョックを受けて、シーンとしてしまいました。どうしようか、なんと答えようか、

そう考えていると、下の娘がこう言いました。「おじいちゃん、私たちのことわ

からなくなったみたいだけど、私たちはおじいちゃんのこと、よく知っているか

ら大丈夫、心配いらないよ」、それを聞いて義父はとても安心したようでした。

というふうに書いてございます。 

これを読んだとき、認知症の方のやさしいまちづくりって、そんなに難しいこ

とではないのかなというふうに感じました。 

以上で一般質問を終わります。 

○議長（岩口友雄君） これで一般質問を終わります。 

 

３．散会 

○議長（岩口友雄君） 以上をもって、本日の日程はすべて終了いたしました。 
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次の本会議は、18日、午前９時に開会いたしますので、ご参集願います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

○議会事務局長（寺沢正寿君） 皆さま、ご起立をお願いします。 

「礼」 

ご着席ください。 

 

閉 議  午後３時２５分 

 


